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International Life Sciences Institute. ILSIは、 1978年にアメリ力で設立され

た非営利の団体です。

ILSIは、健康・栄養・安全性・環境に関わる問題の解決および正しい理解を目指す

とともに、今後発生する恐れのある問題を事前に予測して対応していくなど、活発

な活動を行っています。現在、世界中の400社以上の企業が会員となって、その

活動を支えています。

多くの人々にとって重大な関心事であるこれらの問題の解決には、しっかりとした

科学的アプローチが不可欠です。 ILSIはこれらに関連する科学研究を行い、あるい

は支援し、その成果を会合や出版物を通じて公表し、啓蒙に役立てています。その

活動の内容は世界の各方面から高く評価されています。

また、 ILSIは、非政府機関（NGO）のーっとして、世界保健機関（WHO）とも密接な

関係にあり、国連食糧農業機関（FAO)Iこ対しては特別アドバイザーの立場にありま

す。アメリ力、ヨーロッパをはじめ各国で、国際協調を目指した政策を決定する際

には、科学的データの提供者としても国際的に高い信頼を得ています。

特定非営利活動法人国際生命科学研究機構（ILSIJapan）は、 ILSIの日本支部として

1981年に設立されました。 ILSIの一員として世界的な活動の一翼を担うとともに、

日本独自の問題にも積極的に取り組んでいます。
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食物繊維とブレバイオティクス

食物繊維とプレバイオティクス

石巻専修大学学長

ILSI Japan理事

坂田隆

I was pleased when I have informed that Codex Alimentarius Commission was close to reach an agreement 

on the definition of dietary fibers. However, I am anxious about the usage of the term, dietary fibers. The 

term originally was targeted to plant cell wall component rich in cellulose. Being the main component of cotton 

or paper, cellulose is fibrous. However, another category of dietary fibers such as pectin or gums are never 

fibrous. It is entirely valid to say pectin or gums are dietary fibers, however, this might mislead general public 

to imagine some fibrous particles flowing inside of their gut when they ingest such dietary fibers. Thus, we 

should transmit the information to the public that there are two entirely different groups working on entirely 

different mechanisms in dietary fiber 

Another difficulty lies in the term“prebiotics”， which describes food component(s) to improve human 

health via increasing the number of probiotic bacteria. Most prebiotics are carbohydrates resistant to human 

digestive enzymes. Thus, to be prebiotic in a strict sense the carbohydrate should have a stronger effect on the 

human function (end point effect) than other indigestible carbohydrates that can be used by wider spectrum 

of bacteria. It is also necessary to demonstrate the causal relationship among prebiotics, increase in number 

of prebiotic bacteria and end point effect(s) different from parallelism. In this regard, the concept of prebiotics 

still stays as a concept due to the lack in logically conclusive evidence. 

As a university teacher I feel the responsibility to educate scientists, administrators and general public to be 

sensitive about the usage of terms and logics in nutritional sciences. 

1 .はじめに

数年前のある晴れた秋の畳下がり、研究室に電話がか

かってきた。内科の開業医の方からで、私が以前に書

いた本を読んでくださって質問をしたいということであ

る。丁寧なご挨拶のあとでこの方がなさった質問は 「先

生、ビフィズス菌というのは体にいいのでしょうか。」

というものであった。

鉛色の暗然とした思い。数分の一秒間にさまざまな思

A Critical View on Dietary Fibers and Prebiotics 

いが脳裏を飛び交った。この人は医師なのだから大学で

少なくとも 6年間教育を受けたはずで、そのなかには自

然科学も含まれていただろう。大学での教育の中には論

理の教育もあったはずだ。この人は何をどのように考え

て患者さんと接しているのだろう。院長をしておられる

ということだが、部下の人たちをどのように教育してい

るのだろう。こういう人にどのように答えると患者さん

への被害を最小に食い止められるのだろうと私は知恵を

しほなった。

TAKASHI SAKATA, Ph.D. 
President, lshinomaki Senshu University 

Member of the Board of Trustees, ILSI Japan 

ILSI No.96 (2009.2) 1 



食物繊維とブレバイオティクス

細かな知識は忘れて良いが、論理を失ってはいけない。

大学での教育を生業としている私にとっては痛烈な打撃

であった。自然科学の教育がまるで効果がなかったとい

う事実に直面したのだ。ひとまず私はさまざまな研究の

結果を思い出しながら、極めて断片的で即物的なお答え

をした。「よLE」とも「わるp」とも答えなかったのは

当然で、ある。

大きな問題点が二つある。第一に、善悪を安易に語ら

ないというのは自然科学を学んだものとしては、基本的

な素養である。価値規準によって善悪は逆転することが

あるし、条件によっても善悪は逆転することがあるから

だ。もう一つは「体に」とpう言葉のあいまいさである。

体全部、あるいは「健康」に良いという意味だとしたら、

そのような大きな問いに答えられるほどの碩学がこの領

域に存在するとは思えない。

自然科学は答えられる設問にしか答えられないと私は

考えている。一般市民が「ビフィズス菌は体に良いのか」

という疑問をもつのは自由である。しかし、職業的研究

者は「はLリか「L追いえJ、数字などで答えられる設問

でないと答えるのは難しい。だから、私たち研究者は大

きな疑問を回答可能な問いにばらして、ひとつずつ答え

ていこうとする。しかし、このようにして得られた答え

をまとめても「よPJ とか「わるLE」とか言えることは

多くない。

電話をくださったお医者さんは自然科学の教育を受け

る機会がなかったのか、そのように面倒な論理性があま

り重要だとは思われなかったのだろう。しかし、お話を

うかがっていると、このお医者さんは患者さんや周囲の

医療関係者にかなりの影響力をもっておられるらしいこ

とがわかってきた。科学から議離した怪しい情報がひと

り歩きする瞬間に私は立ち会っていたのだ。危うい限り

である。「君子は怪力乱神を語らずjとpう言葉が頭を

よぎった。たとえ煙たがられようが、避けられようが、

その気持ちをまげるつもりはない。

しかし、このお医者さんのような質問を医療関係者や

栄養関係の専門家から受けることは稀ではない。特に食

物繊維や大腸内細菌については答えられない質問をされ

たり、大胆な発言を聞いたりすることが少なくない。一

方で、食物繊維や大腸内細菌の研究をきちんと進めてい

る人もたくさんいる。そうした地道な研究者の想いを背

負いながら食物繊維やフ。レバイオティクスにまつわる状

況をながめてみよう。

2一一ILSINo.96 (2009.2) 

2.食物繊維という言葉の難しさ

食物繊維の定義については長く国際的な合意をできな

いでいたが、直近のコーデックス委員会で「ヒトの消化

酵素では消化できない炭水化物jという趣旨の定議案が

提出され、乙の案で合意に至るのではなL功冶と観測され

ている。私は健全な妥協が行われたという印象を持って

いる。ただし、「食物繊維」という用語が「言葉jとし

て適切かどうかには疑問がある。

3.市民に誤解を与えない用語

食物繊維あるいはdietaryfiber (fibre）という用語が食

品の摂取規準や食品表示に取り込まれて、市民の日常生

活に入り込むときに、市民はこの言葉からどのような印

象をもつだろう。

「繊維jという言葉は、麻や木綿、ウールなどを繊維

製品と呼ぶように、「細長くて丈夫なもの」という意味

をもっている。

食物繊維研究の初期に注目されたセルロースは綿花や

紙パルプ。の主成分である。植物の道管を形成する細胞の

細胞壁の主成分で、精製しでも繊維状の構造を保つ場合

が多い。したがって、セルロースやセルロースを多く含

む植物組織を「食物繊維Jと呼ぶことに一般市民は違和

感をもたないだろう。

ところが、「ヒトの消化酵素では消化できない炭水化

物jという定義にはペクチンやガム類のような炭水化物

も当てはまる。しかし、これらの炭水化物は植物の繊維

状の構造に含まれることは少ない。精製しでもセルロー

スのような繊維状にはならない。筋っぽくもないし、細

長くもない。こうした物質を食物「繊維」と呼んでいる

ことを一般の消費者はどれほど理解しているのだろう。

「飲む食物繊維」とLEううたい文句があるが、多くの

消費者がこの言葉を聞いて頭に浮かべるのは、セルロー

スのように筋張ったものが消化管の中を流れていく様子

であろう。もちろん上に述べた食物繊維の定義からすれ

ば表現に問題はない。しかし、一般消費者に本来の姿と

は異なった印象を与えているのではないだろうか。少な

くとも正々堂々の表現だとは私には思えない。

食品にかかわる研究者や行政担当者は、科学として妥

当であるだけでなく、一般市民の素直な感性を裏切らな



い用語と表現をする義務があり、そのような表現をでき

るだけの言語能力を身につけさせるような教育をする義

務が私たち教育関係者にはあると私は考えている。

4.二種類のものが混在している

このような難しい問題の元になっているのは、作用の

仕組みが明らかに違うものが「食物繊維jに含まれてい

ることであろう。セルロースのようにヒトの酵素にも、

大腸内細菌の酵素にもほとんど分解されずに植物細胞壁

の多孔性の構造を残したままで働くものと、ペクチンや

グアガム、オリゴ糖のように、大腸内細菌によって分解

されることによって働くものとがひと括りにされている

のである。

セルロースは、多孔性の構造があるので表面積が大き

く、そのためにいろいろな物質を吸着しやすい。だから、

セルロースには水を吸い込んで膨らんだり、毒性物質を

吸着したりする作用がある。また、消化管の中で膨らん

だ結果、消化管内容物の嵩や粘度を増やして消化や吸収

を遅くするという働きもある。

一方のぺクチンやグアガム、オリゴ糖などの発酵性の

難消化性糖質を大腸内細菌が分解してできる短鎖指肪酸

には、小腸や大腸で、の水の吸収や粘膜血流量、上皮細胞

増殖などを増やす作用がある。したがって、ペクチンな

どの発酵性糖質の作用のかなりの部分は短鎖脂肪酸のよ

うな有機酸の働きによる。つまり、セルロースとは作用

も作用機構も大きく違う。このように全く違うものが「食

物繊維Jとして括られているので、食物繊維という用語

が理解しにくくなっているのだろう。

「ビタミン」にも似たところがあって、こちらは化学

的な構造も作用も全く違っているものを「ビタミン」と

総称している。しかし、それぞれのビタミンが食物繊維

よりも多様なことと長年にわたる教育の成果が幸いして

いるのだろう。栄養学を専門としない一般市民でもビタ

ミン Cやビタミン Aというような個々のビタミンにつ

いて考えるような素地ができている。しかし、食物繊維

については研究も一般市民の啓蒙もこの水準には至って

いない。少なくとも医療や栄養の専門家は、作用が大き

く遣う二種類のものが食物繊維と呼ばれているというこ

とを常識として知っておいてほしい。また、研究者や行

政の担当者は食物繊維には二種類の違ったものがあると

食物繊維とブレバイオティクス

いうことをわかりやすく市民に説き続ける必要がある。

私としてはそれよりも、それぞれに別の名前を付けるほ

うが混乱は少なくなると考えている。

5.プレバイオティクス

食物繊維に続く栄養関係の流行語の一つに「フ。レバイ

オティクスjがある。「健康に良い影響を与える（腸内）

細菌を増やすことによって、宿主の健康に良い影響を与

える食品成分jといった定義のようである。しかし、こ

の定義のままでは検証ができない。

まず、「健康に良い影響を与えるJとLEう概念を検証
するのが難しい。さらに難しいのは特定の細菌が増える

ことによって作用しているのか、それとも単に大腸内細

菌生態系にエネルギーと炭素を供給することによって働

いているのかを区別することである。

そこで、プレバイオティクスという概念が成り立っか

どうかを検証するための設問を考えてみよう。たとえば、

「プレバイオティクスの効果のほうが、広範な細菌のエ

ネルギー源となるような通常の発酵性難消化性糖質の効

果よりも大であるか。jという設聞が考えられる。

2006年にあった学術集会で、プレバイオティクスの

提唱者である Gibson博士にこの質問を投げかけてみた。

すると、 Gibson博士は「そのようなデータは無Lリと

答えた。そこで「フ。レバイオティクスというのはデータ

に裏付けられた事実ではなく、概念（concept）に過ぎ

ないのか」と質問をすると、「単なる概念であるjとい

う答えが返ってきた。国際的な場面では論理のダメ押し

が必要なことも多いので、「影響力のある科学者が、単

なる概念を事実のようにみせかけるのは、一般市民を誤

らせる可能性があるので避けるべきである。jという発

言をした。反論はなかった。相手の立場を考えない世間

知らずの困ったやつだと思われるのは承知の上だが、誤

りを正すのは経験を積んだ科学者としての責任である。

6.終わりに

研究について議論するときにはきちんと定義をした用

語を使い、「他の可能性は否定しきっているかjという

ことをいつも頭において論理を進めたいと私は考えてい
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る。証明できていることと、「そうかもしれなLE」とい

うことは峻別したいと考えている。「わかっていないも

のは、わかっていないと正直に白状する」ということで

もある。大学での教育職に戻ってまもなく 20年になる

が、論理性を重んじる教育をどれほどできたかについて

は↑丑慌たる思いがある。しかし、そのような教育を心が

けではきたつもりである。これからの栄養学や食品科学

がファッションではなく、市民から信頼される科学であ

るために、時聞がかかる対話による論理の教育を敢えて

続けたいと考えている。
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共役脂肪酸を蓄積するナタネの開発

玉川大学震学部

今村順

ナタネは主要な油組作物で、世界中で広く栽培されている。今からおよそ 20年前、はじめて外来遺伝子を導入した

形質転換ナタネが開発された。現在では、カナダで除草剤耐性遺伝子などを導入したナタネが、大規模に栽培されて

いて、ナタネの栽培面積の8割以上が遺伝子組換えナタネとなっている。また、 実験室では、主に種子に貯蔵する脂

質の量や組成の改変を目的とした、数多くの遺伝子組換えナタネが作成されてきている。

私たちは、共役脂肪酸の一つであり、ザクロやキカラスウリの種子に蓄積しているプニカ酸を、広く栽培されてい

る油粒作物のナタネ種子に蓄積させることを試みた。また、そのナタネ油を使い、摂食実験を行うことで、生理作用

を調べる実験を行った。まず、フ。ニカ駿の合成酵素遺伝子を、ザクロとキカラスウリから単離した。それらの遺伝子を、

ナタネ種子で特異的に発現するように改変して、ナタネに導入し、ナタネ種子に最大で3.8%のプニカ酸を蓄積するこ

とができた。このプニカ酸を含むナタネ油を用い、 マウスで摂食試験を行ったところ、体脂肪重量の著しい減少が観

察できた。また、同じ濃度のザクロ油に比較して、プニカ酸を含むナタネ油は、その作用がより強いことが観察された。

このように、ザクロやキカラスウリなど、限られた植物に蓄積する特殊な脂肪酸であるフ。ニカ酸を、広く栽培され

ている油紐作物のナタネの種子に蓄積することができ、その油は体脂肪を減少する作用をもっ乙とが動物実験で確か

められた。蓄積量を増加させる改良を行う ことで、将来、工業用あるいは医療に役立つ、特殊な脂肪酸を高濃度に蓄

積するナタネが開発されることが可能になると考えている。

＊＊本＊本木＊＊＊場＊＊＊＊＊ホ＊＊＊＊

<Summary> 

Oilseed rape is an important oilseed crop and has been cultivated in all over the world. About 20 years ago, 

the first transgenic oilseed rape was developed. At present, transgenic oilseed rape in which herbicide resistant 

gene was introduced have been cultivated in Canada, and the cultivated area of the transgenic oilseed rape is 

reached over 80% of total cultivated area of the rapeseed. In laboratory, a number of transgenic oilseed rapes 

have been developed to improve mainly oil content or fatty acid compositions. 

We have tried to develop transgenic oilseed rape that can accumulate unusual fatty acid, punicic acid in 

the seed and to study physiological effects of the oil on fatty acid metabolisms. We isolated genes related to 

biosynthesis of punicic acid from pomegranate and Trichosanthes kirilowii, and the genes were introduced in 

oilseed rape with some modification to express the genes seed specifically. Punicic acid was accumulated in the 

transgenic oilseed rape a maximum at 3.8% of the total fatty acid. Using the rapeseed oil containing punicic 

Development of Transgenic Oilseed Rape 

Accumulating Conjugated Fatty Acid 

JUN IMAMURA, Ph.D. 

Professor 
Department of Agriculture, 

Tamagawa University 
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acid, the effects of feeding the oil in mice were studied. The dietary transgenic rapeseed oil reduced body fat 

mass in mice and was more effective that an equal amount of punicic acid from pomegranate oil. 

Though punicic acid is only found in limited species such as pomegranate or Trichosanthes kirilowii, we can 

successfully accumulate punicic acid in cultivated oilseed rape and confirm the physiological activities. In the 

future, oilseed rape that accumulates high concentration of unusual fatty acids that beneficial for industrial or 

pharmaceutical use will be able to develop. 

1.はじめに

植物の種子には、複数の異なる脂肪酸が蓄積している

ことが知られているが、大部分の植物では、主に、パ

ルミチン酸（16:0）ステアリン酸（18:0）などの飽和脂

肪酸やオレイン酸（18:1）、リノール酸（18:2）、リノレ

ン酸（18:3）などの二重結合をもっ不飽和脂肪酸が蓄積

している。私たちは、日常、これらの脂肪酸を食料とし

て、あるいは医療や工業用に使用している。これに反し

て、いくつかの植物では、これらの普通に見られる脂

肪酸とは異なる特殊な脂肪酸（unusualfatty acids）が蓄

不飽糊量肪毅

リノール酸

(18:2) 
HOOC 

リノレン酸
HOOC 

(18:2) 

共役脂肪酸

共役リノール酸

(10t,12c CLA) HOOC 

共役リノレン酸

σニカ酸） HOOC 

／＼  ／＼  ／＼  

図l.不飽和脂肪酸と共役脂肪酸の構造

積していることが知られている。これらのunusualfatty 

acidsの多くは、自然界での存在量が少ないため、ほとん

ど利用されていない。これらのunusualfatty acidsの中に、

共役脂肪酸と呼ばれる脂肪酸がある。不飽和脂肪酸の二

重結合は、メチレン基（CH2）が聞に入る cis配置であ

るが、メチレン基を介さない二重結合（共役結合）を

cisやtrans配置としてもつ脂肪酸を、共役脂肪酸と呼ん

でいる（図1）。

近年、これらの共役脂肪酸が生理作用をもつことが

明らかになってきた。なかでも、反努動物が取り込ん

だ牧草のリノール酸が、反努胃の嫌気性微生物によっ

二重結合

／＼  ぷ

Figure 1 Structure of unsaturated fatty acid and conjugated fatty acid 
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て変換された共役リノール酸（Conjugatedlinoleic acid; 

CLA）は、抗癌、抗肥満、動脈硬化や高血圧の抑制な

ど幅広い生理作用を示すことが知られている 1）。植物で

は共役脂肪酸として、リノレン酸の位置、幾何異性体で

あるエレオステアリン酸 （cis9,transll,tr.仰 s13）、カレン

ディック酸 （trans8,tr，αnsl0,cis12）、プニカ酸 （cis9,tr1α.nsll,

cisl3）、ジャカリック酸化is8,trans10,cisl2）、カタルピ

ン酸 （trαns9,trαnsll,cis13）が知られている。これら共

役リノレン酸は、 CLAと同じ共役二重結合をもっ乙と

から、生理活性があることが期待された。私たちは、こ

れらの特殊な脂肪酸である共役脂肪酸を、広く栽培され

ている油糧作物であるナタネの種子に蓄積させ、大量に

生産することで、工業用や医療に利用できなL功ミと考え

ている。

2.ナタネとは

ナタネは、ダイズ、パームに次ぐ世界第三位の生産量

がある油糧作物で、種子重量の約40%の脂質を含んで

いる。脂質の約60%がオレイン酸で、リノール酸、リ

ノレン酸を加えると、この3種の不飽和脂肪酸で、全脂

質の脂肪酸の約90%を占めている。そのため、ほかの

植物油と比べ飽和脂肪酸が少なく、マーガリン、ドレッ

シング、マヨネーズ、などに広く使用されている。

ナタネにはセイヨウナタネ （Brassican仰山）とアブラ

ナ （Brassicarapα）の2種があるが、セイヨウナタネが

世界各地で広く栽培されており、ドイツ、フランスなど

ヨーロッノt諸国、カナダ、中国、オーストラリアなどが

主な産地である。これらの地域での栽培面積の合計は、

およそ 1,900万ヘクタール（2007年）である。日本では、

昭和30年代初頭をピークにして 20万ヘクタール以上で

栽培が行われていたが、現在は数百ヘクタールまでに激

減している。一方、ナタネ油の需要は増加しており、そ

の大部分を輸入に頼っていて、主な輸入先はカナダであ

る。

3.遺伝子組換えナタネの現状

そのカナダでは、年々、遺伝子組換えナタネの作付け

が増加しており、 2005年にはナタネの作付面積の 80%

共役脂肪酸を蓄積するナタネの開発

以上が遺伝子組換えナタネになっている。導入されてい

る遺伝子は、除草剤耐性遺伝子であるが、それに加え、

ハイブリッド種子生産のための不稔性とその稔性を回復

する遺伝子を用いて生産された、遺伝子組換えハイブ

リッド品種も市場にでている 2）。また、カナダ、アメリ

カ以外では始めて、ナタネの主要産地の一つであるオー

ストラリアで、 2007年から除草剤耐性遺伝子を組込ん

だナタネの商業栽培が開始されている。

このように、遺伝子組換えナタネは広く栽培されるよ

うになってきたが、実験室では、すでに 1990年代初め

ごろから、種子に貯蔵している油の質や量を、遺伝子組

換え技術を使い改良しようとする試みが行われてきてお

り、ナタネ種子には全く蓄積しない、あるいは低濃度で

存在している脂肪酸を、高濃度で蓄積するように改良し

たナタネの開発に成功している 3）。例えば、工業用に使

用されるラウリル酸（12:0）を、全指肪酸の 40%蓄積す

るナタネ品種が作出され、小規模で、はあるが 1995年ご

ろ、アメリカでこの品種の商業栽培が行われている。ま

た、通常のナタネ品種では約60%を占めるオレイン酸

を、 95%以上に増加させることや、ナタネには蓄積しな

いミリスチン酸（14:0）を蓄積するナタネなど、さまざ

まな脂肪酸組成をもったナタネが遺伝子組換え技術を使

い開発されている。

4.プニカ酸を蓄積したナタネ

上述したように、共役リノール酸が生理作用をもつこ

とから、共役リノレン酸の一種である、ニガウリ（ゴー

ヤ）の種子に蓄積するエレオステアリン酸の生理活性を

調べたところ、抗癌作用や肥満抑制効果があることが見

出された。そこで、私たちは、同じ共役リノレン酸の位

置、幾何異性体であるプニカ酸に注目した（図 1）。プ

ニカ酸は、ザクロやキカラスウリの種子に高濃度で蓄積

することが知られている。特に、ザクロでは、プニカ酸

が種子に蓄積する脂質の80%以上を占めている。そこで、

ザクロとキカラスウリからプニカ酸の合成に関与する酵

素遺伝子を単離して、ナタネにそれらの遺伝子を導入す

ることで、ナタネの種子にプニカ酸を蓄積することを試

みた。

プニカ酸 （cis9,transll, cお13）は、キカラスウリ由来

プニカ酸合成酵素（コンジュゲース）と呼ばれる酵素に
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その後、組織重量、脂質組成などを調べた。その結果、

白色脂肪組織（腎臓周辺脂肪組織と皐丸周辺脂肪組織）

の重量が、ザクロ油を加えた区では減少しており、

減少は濃度依存的であった。また、遺伝子組換えナタネ

油区（GMRO）では、白色脂肪組織の重量が著しく減少

した。その減少率は、プニカ酸を含まないナタネ油に比

べ、腎臓周辺脂肪組織では約35%、皐丸周辺脂肪組織で

は約32%であった。また、その減少量は、 2倍量のザク

ロ油を加えた区（RS0+2PO）のそれと同程度であった

（図2）。しかし、褐色脂肪組織や肝臓、腎臓、肺、脳な

どの内臓の重量減少は見られなかった 5）。

プニカ酸には、体脂肪を減少させる作

用があることがわかった。また、プニカ酸を含む遺伝

子組換えナタネ油（GMRO）は、ザクロ油を同じ濃度

加えた区（RSO+PO）より効果が強く、 2倍加えた区

(RS0+2PO）と同程度の効果があったが、その理由は、

プニカ酸のグリセロール骨格に結合する部位の遣いによ

その

よって、

乙のように、

列を参考として、

プニカ酸による体指肪量の減少5. 

る可能性が考えられる。

ザクロやキカラスウリなど、限られた植物に蓄積する

特殊な脂肪酸であるプニカ酸を、広く栽培されている油

最後に6. 

遺伝子導入ナタネの種子から抽出したプニカ酸を 2.5%

含む遺伝子組換えナタネ油（GMRO）として、以下の実

験に用いた。対照区として、通常の品種から抽出したナ

タネ油（RSO）、ザクロ油（PO）を 2.5%(RSO+PO）と

5.0% (RS0+2PO）になるように加えたナタネ油を、マ

ウスの食餌の脂肪分として、食餌の 10%加えた。これ

らの食餌を 4週間、一群6匹のマウスに自由摂食させ、

P
ど
調
側
M
$
8
2
h

皐丸庖辺脂肪組織
α 腎臓周辺脂肪組織。

3 a 

αb 
αb 1.0 

2 
b 

リノール酸 （cis9,cisl2）を基質として合成さ

れる。この合成過程は、同じリノール酸を基質としてリ

ノレン酸の合成を触媒している企12不飽和化酵素と類似

していることより、既知のLl12不飽和化酵素の遺伝子配

プニカ酸のコンジュゲース遺伝子を、

ザクロとキカラスウりから単離することに成功した 4）。

これらのコンジュゲース遺伝子を、種子でのみ遺伝子

が発現するために必要なDNA配列（貯蔵タンパク質ナ

ピンのプロモーター配列）を付加して、ナタネに導入し

た。ナタネに遺伝子を導入する方法は、さまざまな植物

で広く用いられている、アグロパクテリウムを仲介とす

る方法を用いた。その結果、ナタネ種子に最大で、全脂

質の3.8%のプニカ酸を蓄積することができた。

b b 

否
ど
矧
州
側
凶
事
回
。
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門
海
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図2.ブ二力酸含ナタネ油がマウスの脂肪組織重量におよぼす影響
RPO：ナタネ油， PO・ザクロ油， GMRO・遺伝子組換えナタネ油，

ab：異なる文字はfJ< 0.05 
Figure 2 Effect of genetically modified rapeseed oil containing punicic acid on tissues weight in mice 

RPO: rapeseed oil. PO: pomegranate seed oil. GMRO: genetically modified rapeseed oil 

Values not sharing a common letter are significantly different at p < 0.05 
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糧作物のナタネの種子に蓄積することができた。さらに、

その油は体脂肪を減少する作用をもつことが動物実験で

確かめられた。また、その作用は、同じ濃度のザクロ油

に比べ強いこともわかった。

今後、さらに摂食実験を進め、プニカ酸の作用機構を

詳細に解明するために、プニカ酸を含むナタネ油がかな

りの量必要となる。現在、最大でも 3.8%の濃度である

ナタネ種子でのプニカ酸の蓄積量を大幅に上げること

が、当面の技術的な課題である。

プニカ酸を蓄積したナタネの例に見るように、基質と

なる脂肪酸が存在していれば、目的とする脂肪酸の合成

に関与する酵素遺伝子を種子で発現させることで、その

植物に蓄積していない特殊な脂肪酸をも、ある程度の量

で蓄積させることは可能である。実際、いくつかの植物

で、特殊な脂肪酸を蓄積させることができているが、蓄

積濃度が期待より低p場合が多く、充分には成功してい

るとは言えない。例えば、私たちは、共役リノール酸

(CLA）の合成酵素遺伝子をイネに導入したが、最高で

全脂質の 1.3%の蓄積量しか得られなかった 6）。あるい

は、工業的に利用されているひまし油は、ヒマの種子に

90%以上の濃度で蓄積しているが、その合成酵素遺伝子

をタバコに導入すると数%の蓄積しか見られない、な

どの例が知られている。目的の脂肪酸が中性脂肪に取り

込まれにくいことや、すぐに代謝されてしまうことなど、

いくつかの原因が考えられている。それらの原因を特定

して、対策をとることで、将来、工業用あるいは医療に

役立つ、特殊な脂肪酸を高濃度で蓄積するナタネが開発

されることが可能になると考えている。
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カロリー制限と運動は、エネルギ一変化量がほぼ等しい場合、体脂肪を同程度減少させる。運動の抗肥満効果は、

運動の急性効果と慢性効果の2つの効果により得られる。急性効果とは 1回の運動により生じる筋肉での脂肪燃焼

の冗進を指し、 これには筋肉内のミ卜 コンドリアでの脂肪酸のβ酸化を調節している CPTlの活性化が重要と考え

られている。運動による CPTl活性の調節は、筋肉内のエネルギー状態を検出する AMPキナーゼ（AMPK）によっ

て行われていると考えられているが、不明な点が数多く残されている。慢性効果とは運動を繰り返すことで生じる

筋肉量の増加と筋肉機能の変化を意昧する。肥満に関連する筋肉機能の変化としては、ミトコンドリア数増加によ

る脂肪燃焼克進があり、これにはPGC-1αが深く関与する。本稿では、運動による AMPK活性化やPGC-1α発現

増加がどのように脂肪燃焼を調節しているかなど、著者らが得た最新のデータを交えながら、それぞれの機序を解

説する。

事本＊＊＊＊＊＊＊＊$＊本＊$＊＊＊＊＊

<Summary> 

Calorie restriction and exercise reduce the body fat. The anti-obesity effect of the exercise is divided into 

acute effect and chronic effect by the continuous training. The acute effect is the reaction in which the enzyme 

for burning fat increases. CPTl regulating f3 -oxidation of fatty acids in mitochondria is believed to play an 

Anti-obesity Effects of Exercise 
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運動の抗肥満効果

important role in the acute effect. The activation of AMP activated protein kinase (AMPK) which detects the 

energy state in the muscle may be concerned in exercise induced activation of CPTl. In the chronic effect, 

increases in muscle mass and physiological changes of muscle functions are observed. There is increase of the 

mitochondrion number with metabolism enhancement of fatty acid. The increase of PGC-1αis concerned in 

the change. We will review these mechanisms with our recent findings demonstrating how exercise induced 

AMPK activation and increase in PGC-1αexpression coordinates burning fat. 

1 .はじめに

定期的な運動は、メタボリツクシンドロームの診断基

準に含まれる肥満、高血圧、糖尿病、高脂血症のすべて

を予防する。しかし、その予防メカニズムに関しては不

明な点が多い。運動は肥満を解消し、その結果として二

次的に高血圧、糖尿病、高脂血症を予防するのか、ある

いは肥満予防とは独立して、高血圧、糖尿病、高脂血症

を予防するのか、また、両方の作用なのか、両方の作用

だとすると、その比率はどうなのかもあきらかでない。

骨格筋は成人では全身の基礎代謝の20～ 35%を占める

のに過ぎないが（その他は、脳、肝臓、心臓＋腎臓がそ

れぞれ約20%程度を占める）、糖よりも脂質が主要なエ

ネルギー基質であること、骨格筋が運動時に於けるエネ

ルギー消費の主要な組織であることから、全身の脂質燃

焼への骨格筋の役割は非常に大きい。

2.運動強度、運動時間により指肪燃焼の程

度は異なる

運動すると、骨格筋の血流量、酸素消費量、エネルギー

基質消費量の大幅な増加が観察される。運動時に使用さ

れる主要なエネルギー源は、筋肉中グリコーゲンと中性

脂肪、血中グルコースと遊離脂肪酸（FFA）である。

運動中の血糖値は、筋肉でのグルコースの取り込み量

が増加するものの、肝臓からのグルコース放出も増加

するため大きくは変動しない 1）。血中FFA濃度は、筋

肉内に取り込まれる FFAの量よりも、脂肪細胞から動

員される量の方が次第に多くなり、上昇してくる 2）。な

お、運動中の脂肪動員、すなわち脂肪組織からのFFA

の血中への放出は、カテコラミン、グルカゴン、グルコ

コルチコイドの作用により脂肪細胞内の中性脂肪が分解

(lipolysis）されて克進するとされているが、不明な点も

多い。

運動による筋肉でのFFA／グルコースの燃焼の経時

的変化については詳しく調べられている。最大酸素摂取

量の30%の軽度な運動を行った場合、ただちに、 FFA

とグルコースの両方の燃焼が大幅に増加する 3）。運動に

必要なエネルギーに占める FFAの割合は経時的に増加

し、運動後90分までは筋肉での必要エネルギーの37%

であるが、 3時間になると 50%に、 4時間では62%とな

る（図1）。 4時間にわたる運動で肝臓からグルコース

が75gも放出されるが、それは肝臓に蓄積されていた

グリコーゲンの分解と、乳酸、ピルビン酸、グリセロー

ル、アラニンからの糖新生により賄われている。運動は

絶食に比べて骨格筋で使用される糖・脂質の絶対量が極

めて大きく、血中グルコースも積極的に燃焼される。

運動の強さの脂肪の燃焼への影響についても調べられ

ており、脂肪燃焼は軽い運動や中程度の運動では増加す

るが、逆に強い運動では減少することがわかっている。

また運動強度により、どの脂肪を燃焼するのかも変化す

る。最大酸素摂取量の 25%程度の軽い運動ではほとん

どは血中FFAからエネルギーを産生するが、最大酸素

摂取量の 50%程度の中程度運動では筋肉内中性脂肪と

血中FFAの燃焼比率が半々ぐらいになる（図2）。最大

酸素摂取量の 85%程度の激しい運動では脂肪の燃焼量

は低下する。このように、軽い運動を長時間続けた方が、

強い運動を短時間行うよりも、抗肥満効果は強いことが

予想される。運動の強さについては調べられていないが、．

1週間の総運動量（MET(Metabolic Equivalent）・時／

週）の多い人の方が、少ない人より体重や内臓肥満の減

少効果が大きいことが最近の総説で示されている 4）。

脂肪燃焼の程度は日頃から運動習慣のある人と運動不

足の人では異なることが知られている。普通の人では最

大酸素摂取量の 50%程度の運動時に最も脂肪燃焼が強

くなるが、運動トレーニングを行い心肺能力や筋力を高

めると、脂肪を燃焼する能力が高まり、最大酸素摂取量

の60%程度の運動時に最も脂肪燃焼が強くなる 5）。日頃

から運動トレーニングを行っている人と行わない人に同
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図l 最大酸素摂取量の30%の運動強度における筋肉中の基質の燃焼割合の時間依存的変化（文献3より）
運動時聞が長くなると筋肉での血中 FFAの燃焼が増加する。

Figure 1 Leg uptake of oxygen and substrates in the basal state and during exercise at 30% of 
maximal 02 uptake. 
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図2.基質の燃焼割合の運動強度依存的変化（文献 12より）
運動強度を最大酸素摂取量の25.65, 85%にすると、運動強度が強いほどエネルギー消費量が増加するが、血
中FFAの燃焼は低下する。

Figure 2 Substrates metabolism in relation to exercise intensity. 
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運動の抗肥満効果

じ強度の運動をさせた時の脂肪および炭水化物燃焼量の

違いを図3に示す 6）。運動トレーニングを行っている人

では血中FFA（脂肪組織から動員されてくる FFA）の

225 

200 

175 

9
q
g
E
b
E
 

150 

125 

，
制
慨
幅
拡
山
齢
制
栂

100 

75 

50 

25 

。
トレーニング宥り

燃焼が多くなり、同じ運動を行っても日頃から運動ト

レーニングを行っている人の方が痩せやすくなることが

理解できる。
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図3 運動中の基質の燃焼割合に対する運動トレー二ングの効果（文献6より）
日頃運動トレーニング‘を行っていると、運動したときの血中FFA（脂肪組繊由来）燃焼量が増加する。

Figure 3 Increased plasma FFA uptake and oxidation during prolonged exercise in trained vs. 

untrained humans. 

3.運動中の指肪燃焼充進の分子メカニズム

（急性効果）

( 1）運動中の指肪動員の機序

運動時には交感神経が活性化され、カテコラミンが脂

肪細胞のβーアドレナリン受容体（AR）を刺激して細胞

内の中性脂肪の分解（lipolysis）を生じ、血中へのFFA

の放出が増加すると考えられている。しかし、ヒトにβ－

AR阻害薬を投与しでも運動による脂肪動員の克進は認

められ 7）、 βL{3 2, {3 3-ARのないβーレスマウスを用

いても運動による脂肪動員が障害されないことから（著

者ら、未発表）、運動は実感神経以外の刺激により脂肪

動員を克進すると考えられる。最近注目されているホル

モンに心臓から分泌される心房性ナトリウム利尿ペプチ

ド（atrialnatriuretic peptide; ANP）がある。 ANP濃

度は運動の強さに比例して増加し、脂肪細胞でのサイク

リック GMP(cGMP）量も増加することから（カテコラ

ミンは、サイクリック AMP(cAMP）を増加させるが、

ANPや脳性ナトリウム利尿ペプチド（brainnatriuretic 

peptide; BNP）はcGMPを増加させる）、 ANPが運動に

よる脂肪動員に関与しているのではなL功冶と考える説も

あるが 8）、直接ANPを投与して脂肪動員が克進するか

は調べられていない。その他の有力な候補としてインス

リンがある。運動中は血糖値が下がるので、インスリン

値もわずかながら減少する。インスリンは脂肪細胞での

脂肪分解を強力に抑制するホルモンであり、その抑制が

はずれ脂肪分解を克進するように働くという説である。

さらに、運動で血中濃度が増加する成長ホルモン（GH）、

コルチゾール、グルカゴン、グルココルチコイドも脂肪

動員克進に寄与するかもしれない。脂肪細胞内での脂肪
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分解の機序については、最近の総説を参考にしていただ

きたい 9）。

(2）血中 FFAが筋肉に取り込まれてエネルギーに変換

されるまで

脂肪動員により増加した血中 FFAは筋肉に取り込ま

れ、最終的にミトコンドリアで3一酸化を受けてアセチ

ルCoAが生成され、 TCAサイクルに入り、エネルギー

となる 10）。 図4に示すように、血中ではFFA（図中で

はLCFA（長鎖脂肪酸）） はアルブミンに結合している

が、その結合力は弱く、すぐに遊離の状態になり、毛

細血管の細胞の隙閉または脂肪酸輸送担体（fattyacid 

translocase）であるCD36を介して、組織間隙に移動する。

組織間隙では脂質結合タンパク質 (lipidbinding protein; 

LBP）と結合し、筋肉形質膜にある 3つの異なるタンパ

ク質、細胞膜型脂肪酸結合タンパク質（membranefatty 

acid binding protein; F ABPpm）、 CD36、および脂肪酸輸

毛細血管 組織間隙

~：：；：：：：：：；：：：；・

‘ft----・o 

図4 筋肉における脂肪酸の流れ（文献 10より）

送タンパク質（fattyacid transport protein; FA TP）な

どを介して筋細胞内に入る。ラフトと呼ばれる caveolin

を介して細胞の中に入る経路も考えられている II）。 筋

細胞内に入った FFAには形質膜に存在するアシルCoA 

合成酵素acylCoA synthetase (ACS）の働きにより、

Co Aが結合する。乙の FFA-CoAは細胞質型アシル

Co A結合タンパク質 cytoplasmicfatty acyl CoA binding 

protein (ACBP）と結合する。CoAが結合しなかったも

のは、細胞質型脂肪酸結合タンパク（cytoplasmicfatty 

acid binding protein; F ABP）に結合する。

脂肪酸はCoAが結合した形ではミトコンドリアの外膜

を通過できず、通過するためには、 CoAの代わりにカルニ

チンの結合したアシルカルニチンになる必要がある。ミト

コンドリアの外膜に存在する carnitinepalmitoyltransferase 

(CPT) 1がこの機能を持つ。Translocaseによりアシル

カルニチンはミトコンドリアの内膜を通過し、内膜に存

在する CPT2の働きで、カルニチンが外され、 CoAが

細胞質

筋肉において、脂肪組織から動員される遊離脂肪酸と肝臓から放出されたVLDL-TGがミトコンドリアで分解さ

れるまでの流れ。

VLDL. very-low-density lipoprotein: ALBLcFA, albumin bound fatty acid: LPL. lipoprotein lipase: 

ALBR, alubumi「lreceptor: LBP. lipid binding protein: ACS. acyl CoA synthetase: FABPc. cytosolic 

fatty acid binding protein: TG. t「iacylglycerol:LCFA. long司chainfatty acids：目 CD36.fatty acid 

t「anslocase:FABPPM. membrane fatty acid binding protein 

Figure 4 Schematic representation of the likely routes taken by fatty acids from the capillary to the 
mitochondria 
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結合し、アシルーCoAの形に戻る（図には示さず）。この

acyl-CoAが8酸化を受けることによりアセチルーCoAが

産生され、 TCAサイクルに入りエネルギーとして使わ

れる。

(3）運動は筋肉の指肪燃焼をどのように調節しているのか

では、運動はどのステップを克進させて脂肪燃焼を増

加させるのであろうか。それともどのステップも克進す

ることなく、血中FFAが増加すれば血流量の増加した

筋肉で自動的に脂肪が燃焼されてしまうのであろうか。

運動強度が強くなると指肪燃焼が減少する現象を手がか

りに、運動による脂肪燃焼の律速段階が推定されている。

高強度運動時の筋肉では血中FFAの利用率が低下し、

血糖の利用率が増加するが、その理由として脂肪組織か

らの脂肪動員が運動強度に見合って増加しないことがあ

げられる。最大酸素摂取量の 85%といった強い運動中

に脂肪を点滴で追加すると、脂肪燃焼が増加することか

ら（図5）、脂肪組織での脂肪分解の程度が律速段階の

ーっとしてあげられている 12,13）。しかし、図に示すよう

に脂肪点滴により脂肪酸動員量（RaFFA）は4.7倍に増

加したが、脂肪酸のF酸化量は 1.4倍しか克進していな

80 

60 
c 
ε 

童相。
E 三

20 

。

・脂肪酸β酸化
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運動の抗肥満効果

い。また、運動中の血中FFA濃度は低下しない 2）。

筋肉内のCPTl活性を介したFFAのミトコンドリア

への流入のステップが、運動による脂肪燃焼の律速段

階とも考えられる。 CPTl活性は細胞質中のマロニルー

Co Aの濃度が高いと抑制される。マロニルーCoA濃度

はacetyl-CoAcarboxylase (ACC）によって調節され、

ACCがリン酸化されて活性が減少すると、アセチルー

Co AからマロニルーCoAの生成が阻害される。つまり、

ACCがリン酸化されて不活性化されるとマロニルーCoA 

濃度が低下してCPTlの活性抑制が解除されて、 CPTl

活性が増加する。事実、筋肉に存在する ACC2を欠損

したマウスではCPTl活性が克進して、肥満しにくくな

ることが報告されている 14）。では、運動はどのようにし

てCPTl活性を調節しているのであろうか。 ACCをリ

ン酸化する酵素として、 AMP-activatedprotein kinase 

(AMPK）が知られ、運動すると筋肉のAMPKが活性化

されることから、運動による AMPK活性化が、 ACCを

リン酸化（不活性化）してマロニルーCoA量を低下させ、

CPTl活性を冗進させているのではなL功ミと考えられた

（図6）。そこで、著者らは筋肉の AMPK活性を低下さ

せたAMPK-DN(dominant negative）マウスを作製し、

Lipid Infusion 

図5.高強度の運動中に脂肪を静脈注射すると、全身の指肪燃焼が更に増加する（文献 13より）。
最大酸素摂取量の85%の運動を行った時、脂肪酸動員量（RaFF A）は体内の脂肪酸β酸化量より少ないが、脂
肪を静脈内投与すると、脂肪酸動員量（RaFF A）増加に伴い、脂肪酸β酸化量は増加する。運動していない時は
脂肪を静脈内投与しても、体内の脂肪酸β酸化量は増加しない（図に示さず）。

Figure 5 Increases in disappearance of plasma FFA and total fat oxidation by lipid-heparin infusion 
during exercise at 85% of maximal 02 uptake目

ILSI No.96 (2009ヱ） -15 
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図6.筋肉におけるAMPKの役割
運動（筋収縮）によってATPが減少しAMPが増加すると、 AMPKの活性が冗進し、 ACC(ACC2）をリン酸
化することにより ACC活性を抑制する。その結果、アセチルーCoAからのマロ二ル CoA合成が低下し、 CPTl

活性を冗進し、脂肪酸のミトコンドリアへの輸送が高まり、脂肪酸からのATP合成が冗進する。一方、 AMPK
の活性が冗進すると、細胞内にある GLUT4が形質膜に移動し、形質膜上のGLUT4の密度が増え、血中のグル
コースが筋肉中に入ってくると考えられている。しかし、 GLUT4の形質膜への移動に関しては、 AMPKの活性

以外のシグナルの関与も想定されている。
Figure 6 Roles of AMPK in the skeletal muscle. 

このマウスで運動時の脂肪燃焼が克進しなくなるか検討

した。予想に反し、 AMPK-DNマウスでも野生型マウ

スと同じように運動による脂肪燃焼充進が認められた

（図7)15）。また、ヒトにおいてAMPK活性化と ACCの

リン酸化、脂肪燃焼の程度が、運動時間や運動強度と一

致しないことや 16,17）、運動直後の筋肉内マロニルーCoA 

の濃度が減少しないごとが報告されている 18）。 CPTl活

性自身も遊離カルニチン量や 19）＇細胞内 pHによっても

制御されると言われ 20）、運動がどのように脂肪燃焼を制

御しているのかはいまだ解明されていない。

4.運動トレーニングによる指肪燃焼充進の

分子メカニズム（慢性効果）

定期的に有酸素運動（運動トレーニング）を実施して

いる人は運動習慣のない人に比べて、脂肪を燃焼しやす

い体質になっている 21）。この現象は、女性、肥満者、高

16一一ILSINo.96 (2009心

齢者でも認められる。運動後の血中FFA増加の程度に

は運動トレーニングの有無で差はないため、脂肪動員に

は運動トレーニングの影響はないと考えられる 22）。カロ

リー制限を厳しくしない場合、筋肉量（除脂肪体重）増

加が運動トレーニングにより認められるが、除脂肪体重

当たりで表した安静時代謝量も増加することから、運動

トレーニングで筋肉機能変化が生じると考えられてい

る23）。その原因として、筋肉組織でのミトコンドリア数

増加やリポタンパクリバーゼ (lipoproteinlipase; LPL) 

活性増加による脂肪燃焼能の充進が考えられている。

ミトコンドリア数を制御している重要な転写共役因子

PGC-1αの発現量が運動で増加することから、 PGC-1α

の増加も運動による安静時代謝克進の原因の一部である

可能性がある 24）。実際、著者らの作製したPGC-1αをマ

ウスの筋肉に過剰に発現させたモデルマウスでは、筋肉

のミトコンドリア数、脂肪燃焼および呼吸鎖に関連する

遺伝子の発現、脂肪燃焼量がいずれも増加し、全身での

安静時代謝が克進した 25,26）。
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図7.筋肉AMPK活性抑制の運動中脂肪燃焼への影響（文献 15より）
筋肉のAMPK活性を抑制したマウスでも運動による脂肪燃焼冗進が認められた。

Figure 7 Calculated lipid oxidation rate during low輸intensityexercise in AMPK -ON mice and their wild-
type littermates. 

(1) PGC-1αと交感神経の役割

運動を行うと、副腎からエピネプリンが全身に放出

されると共に、筋収縮が生じている筋肉を支配してい

る神経末端からノルエピネフリンが放出される。これ

らのカテコラミンはエネルギー消費を増加させるよう

に働くかもしれない。カテコラミンの主要な受容体に

は、 αI，α2,/31，β2, /3 3-ARの5つが存在する。著

者らは、筋肉でこれらの受容体がミトコンドリア生合成

に関与しているかどうか調べるため、それぞれの受容体

の刺激薬をマウスに投与したところ、 4時間後にはβ2

-AR刺激薬clenbuterolのみが著しいPGC-1αmRNA

発現増加作用を示した（図8）。 24時間後にはCOXII, 

COXIV, MCADなどのミトコンドリア呼吸鎖や脂肪酸

酸化に関連する遺伝子の発現量も増加した。マウス個体

でなく、摘出筋に clenbuterolを直接暴露しでも弱LEなが

らも PGC-1αmRNA発現が増加したため、 clenbuterol

の全身への影響ではなく、 clenbuterolは筋肉のβ2-

ARに直接作用したことが推定された。 /3-AR阻害薬

propranolol を投与したマウスを運動させると、運動によ

るPGC-1αmRNAの増加が70%抑制されること、 /31,

β2, /3 3-ARのない/3－レスマウスでも運動による PGC

-1αmRNAの増加が 36%抑制されることから（図9）、

運動による PGC-1αmRNAの増加の大部分は/32-AR 

の活性化によることが推定された 27）。

(2) PGC-1αのアイソフォーム

著者らはPGC1α にはPGC-la-a,PGC-la-b, PGC 

-1α－cの3種類のアイソフォームが存在する乙とを最近

明らかにした 28）。 PGC-1α－bとPGC-1α－cはPGC-1α

-a （以前より報告されていたアイソフォーム）とは異な

るエクソン1を用いて転写さオし発現調節機序はそれぞ

れ異なることが想定される（図10）。 PGC-1α－a,PGC-

1α－b, PGC 1α－cのそれぞれを過剰発現させたマウスは

いずれもミトコンドリア数や脂肪酸酸化に関連する遺伝

子の発現量を増加させた。 Clenbuterolの投与は筋肉では

PGC-1α－bとPGC-1α－cの発現量を増加させたが、 PGC

-1α－aの発現量は増加させなかった（図11）。運動も筋

肉でPGC-1α－bとPGC-1α－cの発現量を増加させた

が、 PGC-1α－aの発現量は増加させなかった（図11）。こ

のことは、運動は/32-ARを介して筋肉でのPGC-1α発

ILSI No.96 (2009心－17
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図8.告種Adrene「gicreceptor刺激薬投与による筋肉 PGC-1αmRNA変化（文献27より）
マウスに phenyleph「ine（αー刺激薬） . dobutamine （βト刺激薬） • clenbuterol （β2－刺激薬）
CL3 l 6.243 （β3－刺激薬）を lmg/Iくg体重量を皮下投与。 4時間後筋肉の PGC-1a mRNA量を
quantitative RT PCRで定量。 clenbuterol投与群で発現増加が認められた。

Figure 8 Regulation of skeletal muscle PGC-1αexpression by α一， β1－， β2－.β3-adrenergicreceptor 
agonists in vivo. 
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図9 運動による PGClαmRNA増加には交感神経活性化が関与（文献27より）
βー遮断薬propranololを l0 mg/Iくg体重量投与し、 45分間運動させ、その3時間後の筋肉での PGC-1α

mRNAを定量（A）。 βl，β2，β3-adrenergicreceptorのないβーレスマウスとコントロールの野生型マウ
スを45分間運動させ、 3時間後の筋肉でのPGC-1αmRNAを定量（B）。

Figure 9 Exercise-induced increase in PGC lαexpression was inhibited by propranolol pretreatment 
and by ablation ofβ－adrenergic receptors. 
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図l0.筋肉に存在する PGC-1αアイソフォーム（文献28より）
3種類のPGC-1αアイソフォームのアミノ酸配列（A）。 PGC-1α遺伝子の5 ＇の構造（ B）。
PGC-1α－bとPGC-1α －cはPGC-1α－a（以前報告されたアイソフォーム）とは異なる工クソン lbを用い

て転写される。

Figure l 0 Multiple variants of PGC-1αmRNA with distinct first exons. 

現量を増加させることを強く示唆する。ちなみに、絶食

は肝臓でのPGC-1αの発現増加を介して糖新生を充進さ

せるが、肝臓で絶食に反応して発現増加するのはPGC-1

α－aであり、絶食の有無にかかわらずPGC-1α－bとPGC

-1α－cの肝臓での発現は認められない。今まで、、筋肉での

PGC-1αの発現調節の研究はPGC-1α－aを用いて行われて

いたが湖、エネルギー消費の点で重要な筋肉、褐色脂肪細

胞において発現増加するのはPGC-1α－bとPGC1αcで

あるため、新しく PGC-1α－bとPGC-1αcの発現調節の

研究をやり直す必要がでてきた。

(3) LPLの役割について

細胞中に入った FFAの運命は脂肪組織と筋肉組織で

まったく異なる。筋肉では2酸化によりエネルギーとな

り消費されるが、脂肪組織では中性脂肪として蓄積され

る。 LPLの役割もそれに沿ったものになっている。絶

食ではLPL活性は脂肪組織では減少し、筋肉では増加、

食後では逆に脂肪組織では増加し、筋肉では減少する。

筋肉にLPLを過剰発現すると、筋肉中のミトコンドリ

ア量が増加し、エネルギー消費量も増える 30）。運動トレー

ニングを行うと、筋肉でのLPL活性が増加することが

報告されている 31,32）。残念ながら、その機序は明らかに

なっていない。運動トレーニングにより、筋肉に於ける

毛細血管の量が増加するために、血管壁のLPL量が増

加するのかも知れない。

5.おわりに

カロリー制限も運動トレーニングも体脂肪減少に有効

ILSI No.96 (2009.2) - 19 
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図ll β2 adrenergic receptor刺激薬clenbuterol(A）と運動（B）はPGC-1α－bとPGC-1αcの発現量を
増加させるが、 PGClαaの発現量は増加させない（文献28より）。
それぞれのPGClαアイソフォーム特異的に認識する配列を用いて、 PGC-1αmRNA量をquantitative
RT-PCRで定量。また、共通する配列を用いてトータルのPGC-1αmRNA量を定量。

Figure l l Effects of clenbuterol injection or exercise on expression of PGC-1αisoform mRNAs in 
skeletal muscle. 

である。運動トレーニングは筋肉量や心肺機能（V02max)

を増強させ、筋肉の機能も変えて脂肪を燃焼し易くする

が、カロリー制限で減らす量のエネルギーを日々の運動

で消費するのは困難で、ある。カロリー制限は肥満治療に

は大変有効であるが、カロリー制限だけでは筋肉量が減

少してしまうことから、肥満を予防し解消し、さらにそ

れを維持するには、運動トレーニングにより筋肉量を維

持しながらカロリー制限を行う乙とが最も有効である。

また、筋肉組織におけるミトコンドリア数増加（PGC-

1α増加が関与）と LPL活性化、および脂肪燃焼克進の

機序解明が、今後の肥満予防・治療のためにも待たれる。
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「特別用途食品制度のあり方に関する検討会

報告書」について

厚生労働省医薬食品局

食品安全部基準審査課

新開発食品保健対策室

調所勝弘

特別用途食品に関する制度は、乳幼児、妊産婦、病者等の発育、健康の保持・回復等に適するという特別の用途の表

示の許可について定めたものである。健康増進法制定前の栄養改善法によって定められた枠組みが基本的に維持され

たままとなっているが、特別用途食品制度を取り巻く状況は大きく変化している。こうした状況の変化を踏まえ、改

めて制度に期待される役割、許可の区分や審査方法、情報提供のあり方など今後の特別用途食品制度のあり方に関し

て検討することを目的とした検討会が、 2007年11月に設置され、 2008年7月4日に、「特別用途食品制度のあり方に関

する検討会報告書jを公表した。

その、報告書の主な内容は、新しいニーズに対応した特別用途食品の役割、対象食品の範囲の見直し、対象者への

適切な情報提供、審査体制のあり方等についてである。

今後、 この報告書をもとに、 2009年4月を目途として、特別用途食品制度の見直しを実施する予定である。

＊＊＊本＊＊＊＊キキ＊＊＊＊＊＊本＊＊＊

<Summary> 

The “Food for Special Dietary Uses (FOSDU）”system regulates foods that are approved or permitted to carry 

claims that the foods are appropriate for specific purposes (e.g., development, health promotion or recovery) in 

specific subpopulations (e.g., infants/young children, pregnant women or patients). FOSDU’s basic structure 

is formulated under the Nutrition Improvement Law and was maintained even after the law was replaced in 

2002 by the Health Promotion Law. However, to respond to the changing conditions surrounding FOSDU, a 

study group was established in November 2007 to discuss the future of FOSDU. The report of this study group 

published in July 2008 made several recommendations regarding the roll of FOSDU in meeting emerging 

needs, reviewed the scope of FOSDU (the target food categories) and the FOSDU evaluation system, addressed 

appropriate information sharing among the target populations, etc. Based on these recommendations, a review 

of the FOSDU system is scheduled to be completed by April 2009. 

Summary of”the Report of the Study Group for Improving KATSUHIRO CHOSHO 

the System of Food for Special Dietary Uses (FOSDU）” Food Safety Specialist 
Office of Health Policy on Newly Developed Foods 

Department of Food Safety 

Ministry of Health, Labour and Welfare 
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特別用途食品に関する制度は、乳幼児、妊産婦、病者

等の発育、健康の保持・回復等に適するという特別の用

途の表示の許可について定めたものであり、健康増進法

制定前の栄養改善法によって定められた枠組みが基本的

に維持されたままとなっている。

近年、高齢化の進展や生活習慣病の患者の増加に伴う

医療費の増大とともに、医学や栄養学の著しい進歩や栄

養機能表示に関する制度の定着など、特別用途食品制度

を取り巻く状況は大きく変化している。こうした状況の

変化を踏まえ、改めて制度に期待される役割、許可の区

分や審査方法、情報提供のあり方など今後の特別用途食

品制度のあり方に関して検討することを目的とした検討

会が、 2007年11月に設置され、 2008年3月に中間とりま

とめを公表し、その後、ワーキンググループを設置し、

食品群ごとの規格基準等について検討を行い、 2008年7

月4日に以下のような内容の「特別用途食品制度のあり

方に関する検討会報告書jを公表した。

報告書では、新しいニーズに対応した役割として、特

別用途食品は、通常の食品では対応が困難な特別の用途

を表示するものであり、対象となる者に十分認知されれ

ば、適切な食品選択を支援する有力な手段となることが

期待できる。今後高齢化が進展する中で、在宅療養にお

ける適切な栄養管理を持続できる体制づくりが求められ

ており、特別用途食品もこうしたニーズへの的確な対応

が必要で、ある。併せて、許可の対象となる食品の範囲に

ついて、当該食品の利用でなければ困難な食品群に重点

化を図るべきであるとしている。

また、具体的な見直しとして、特別用途食品制度の対

象とする食品の範囲については、

①総合栄養食品（tEわゆる濃厚流動食）を病者用食品

に位置付け

在宅療養も含め病者の栄養管理に適するものとして、

総合栄養食品（いわゆる濃厚流動食）を病者用食品の一

類型として位置付ける。

②病者用単一食品と栄養強調表示の関係を整理

高たんぱく質、低カロリー、低ナトリウムについては、

栄養強調表示が代替的役割を果たすため許可の対象から

除外。

①病者用組合わせ食品を宅配栄養指針による管理

在宅療養の支援には、宅配病者用食品の適正利用の推

進が適切であり、病者用食品についても宅配食品栄養指

針に基づき栄養管理を図る。
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④高齢者用食品の取扱い

単なるそしゃく困難者用食品を許可の対象から外すと

ともに、高齢者用食品という名称をえん下困難者用食品

に変更。

などの内容となっている。

さらに、対象者への適切な情報提供としては、対象者

に的確に選択され、利用され、適正な栄養管理がなされ

るよう、医師、管理栄養士等による適切な助言指導の機

会が保障されることが不可欠であり、特別用途食品制度

に関する認知度を高め、必要な流通の確保を図るため、

一定の広告も認めるなど情報提供の手段を拡充。また、

表示内容の真正さを担保するため、収去試験の適正な実

施などに努めるべきとされた。

審査体制のあり方については、当該食品は乳児や病者

など特別の用途のためのものであるので、慎重な審査手

続が要請され、特に個別評価型病者用食品については、

最新の医学、栄養学的知見に沿ったものとなるよう審査

体制の強化を図るべきものとしている。

その他として、 2008年6月に閣議決定した、消費者行

政推進基本計画において、健康増進法に基づく特別用途

食品表示の審査・許可は、新たに創設される消費者庁が

所管することとされているが、円滑な移管に十分留意す

べきである。

などである。

今後については、施行を 2009年4月を目途として、パ

ブリックコメントや東京・大阪で開催された説明会で出

された意見等を踏まえて、新制度の規格基準等を制定し、

また、食事療法用宅配食品等の指針についても併せて公

表できるよう準備を速やかに進めているところである。
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特別用途食品制度のあり方に関する検討会報告書（※別添除く）

平成20年7月4日

1. はじめに

特別用途食品制度は、健康増進法（平成14年法律第103号）第26条の規定に基づき、販売に供する食品につき、

乳児用、幼児用、妊産婦用、病者用等の特別の用途に適する旨の表示をしようとする者は、厚生労働大臣の許可を

受けなければならないという制度である。

（注）健康増進法第26条の規定に基づく「特別の用途に適する旨の表示」の許可には、特定保健用食品も含まれるが、

以下における特別用途食品については、特定保健用食品を除いたものとする。

特別用途食品については、健康増進法制定以前の旧栄養改善法（昭和27年法律第248号）によって定められた

枠組みが基本的に維持されたままとなっているが、近年、高齢化の進展や生活習慣病の患者の増加に伴う医療費の

増大とともに、医学や栄養学の著しい進歩や栄養機能表示に関する制度の定着など、特別用途食品制度を取り巻く

状況は大きく変化している。

こうした状況を踏まえ、本検討会は、今後の特別用途食品制度のあり方について検討することを目的として、平

成19年 11月に設置された。そして、新しいニーズに対応した特別用途食品の役割、現状に対応した対象食品の見

直し、対象者への適切な情報提供について検討を行い、平成20年3月に中間取りまとめを公表したところである。

また、この問、関係団体等9法人・団体からヒアリングを実施している。

中間取りまとめを公表した後、本検討会は、対象食品の範囲の見直しに伴う具体的な審査基準を検討するため、

食品群ごとのワーキンググループを設置し、検討を行った。また、本検討会は、審査体制のあり方についても検討

を行い、今般、その結果を取りまとめたので、以下のとおり報告する。

2.新しいニーズに対応した特別用途食品の役割

特別用途食品については、健康増進法第26条第3項の規定に基づく許可試験の実施により、基準や規格が保証さ

れていることから、品質について一定の信頼性が得られている。その一方で、企業表示を信頼している、品質に差

がないなどの理由から特別用途食品の許可を得た食品であるかを重視していないといった実態も見受けられる。

また、生活習慣病の予防が重視される中で、かつて病者用と考えられた食品の中には、病者以外の者への普及が

見られるものもある。

特別用途食品は、通常の食品では対応が困難な特別の用途を表示する機能を果たしており、対象となる者に十分

認知されれば、適切な食品選択を支援する有力な手段となることが期待できる。対象者の栄養摂取のすべてが特別

用途食品に依存されるものでないとしても、栄養成分が適切に配合された食品の利用を組み入れることによって、

本人が適切な栄養管理を行うことが相対的に容易になるからである。

今後我が国は、高齢化がますます進行していくことが予想されている。これに伴い、循環器系等の疾患による入

院受療率も上昇することが予想されるが、入院治療後できるだけ早期に日常生活に復帰できるよう、入院から在宅

医療まで切れ目のない形での地域の医療機関の連携とともに、在宅療養における適切な栄養管理を持続できる体制

づくりが求められている。

このため、在宅療養に関わる医師、管理栄養士等関係者が連携を図るための取組を強化していくとともに、患者

の栄養管理に適した食品が利用しやすいような形で十分に供給されることが強く求められている。特別用途食品制

度は、そのような社会状況の変化に対応した新たなニーズに的確に対応できるものでなければならない。
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併せて、特別用途食品制度の今後の方向を考える上では、許可の対象となる食品の範囲についても、対象者にとっ

て当該食品を利用することがなければ対応が困難となるような食品群に重点化させることも留意すべきである。こ

のような重点化により、当該制度が対象者の食品選択にとって不可欠な存在と意識されることとなり、その認知度

が高められ、ひいては当該食品の供給の円滑化に繋がることが期待されるからである。

また、特別用途食品が幅広く活用されるためには、対象者の選択や利用のために必要な情報提供の促進が図られ、

最新の医学的、栄養学的知見に基づいて適正な審査を経た食品供給がなされるといった基盤整備を図ることも不可

欠な取組である。

3.対象食品の範囲の見直し

以上のような観点から、対象食品の範囲については、具体的に次のような見直しを実施すべきである。

第一に、病者用食品の一類型として、総合栄養食品（いわゆる濃厚流動食）を位置付けることである。

一般に、総合栄養食品（いわゆる濃厚流動食）とは、治療中や要介護状態の病者が、通常の食事摂取に困難を伴

うことから経口での摂取が不十分な場合に、食事代替や補助として、必要なエネルギーを含め、栄養素のバランス

や性状（流動性）を考慮した加工食品を指すものと考えられる。

総合栄養食品（いわゆる濃厚流動食）は、口腔障害、通過障害、意識障害などにより通常の食事が摂れない場合でも、

効率よくたんぱく質等の栄養成分と熱量を摂取することができ、また、腸管を利用することから生理的な栄養補給

ができること、長期の使用でも栄養成分の欠乏が起こり難いこと等からも、在宅療養も含め病者の栄養管理に適す

るものと考えられる。しかしながら、これまでは特別用途食品制度の対象となっていなかったことから、病者の栄

養管理に適している旨等の表示を行うことができなかった。

したがって、病者用であることを表示させることによりその認知度を高める一方、専ら病者を対象とする食品で

あることから、その栄養組成など品質の確保を図る必要性も高く、これを病者用食品の一類型として位置付けるこ

ととすべきである。

なお、当該食品群の名称については、「総合栄養食品Jとすることが適当と考えるが、これはこれらの食品が口腔、

食道の通過や機能障害等のため通常の食事形態による摂食ができない病者に対して、食事の代替となるように栄養

素が総合的に配合されたものであるからである。

第二に、病者用単一食品と栄養強調表示との関係を整理すべきである。

現在、病者用単一食品には、低ナトリウム食品、低カロリー食品、低たんぱく質食品、低（無）たんぱく質高カ

ロリー食品、高たんぱく質食品、アレルゲン除去食品及び無乳糖食品が存在している。

病者に適切な栄養管理という観点からは、単一食品だけでは必要な栄養摂取が達成できないとともに、栄養成分

の含有量が低い食品であってもこれを大量摂取することは不適切なことから、栄養成分表示に基づく的確な摂取量

の管理自体が重要と考えられる。

他方、平成8年度に創設された栄養表示基準（現行では、平成15年厚生労働省告示第 176号）においては、高

たんぱく質、低カロリー及び低ナトリウムに関する栄養強調表示の基準が既に定められており、代替的な機能を果

たし得ることから、特別用途食品の許可の対象から除外すべきものと考える。

これは、生活習慣病の予防が重要な国民的課題となる中で、一般的な保健対策として指肪エネルギー比率の減少

やナトリウム摂取量の減少が取り組まれているが、こうした取組は専ら病者に限定されるべきものではなく、広く

栄養強調表示において対応すべきものと考えられることとも整合的である。

これに対し、栄養強調表示によって対応することが困難な低たんぱく質食品やアレルゲン除去食品等については、

引き続き病者用食品の許可の対象とし、当該食品を必要とする病者の選択に役立てるものとすべきである。

第三に、病者用組合わせ食品を宅配食品栄養指針による管理に統合していくことである。
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在宅療養の支援という観点からは、栄養管理がなされた食事を宅配で利用できる「宅配病者用食品jの適正利用

を推進することが不可欠である。このため、平成7年、 8年に策定された宅配食品栄養指針を改訂し、対象者の栄

養管理に利用しやすい内容に改めるとともに、関係事業者に対し積極的な普及を図るべきである。

また、病者用組合わせ食品については、主として熱量をコントロールしたものとなっているが、上記指針に基づ

いた宅配食品の提供という方法によって適切な栄養管理を図ることが期待できることから、引き続き許可の対象と

する必要性は乏しいものと考える。

ただし、現在の指針においては、その実効性を担保するための仕組みが十分とはいえないことから、指針の見直

しに当たっては、改善を図るべきである。

第四に、高齢者用食品の取扱いである。

現行の高齢者用食品については、そしゃく困難者用食品とそしゃく・えん下困難者用食品からなる。このうち、

そしゃく機能については、食品の硬さに対する基準として設定されており、製造事業者において容易に対応できる

のに対し、えん下機能については、対象者の個別の症状を勘案しながら対処する必要があるものとなっている。

このため、単なるそしゃく困難者用食品については、許可の対象から除外すべきものであり、また、残るそしゃく・

えん下困難者用食品についても、対象者は必ずしも高齢者に限られず、様々な疾患による障害のある者も対象とな

ることから、従来の高齢者用食品という区分の名称を変更し、端的に「えん下困難者用食品jとすべきものと考える。

なお、妊産婦、授乳婦用粉乳については、妊産婦や授乳婦に対する栄養補給として、比較的栄養価が高いと考え

られる粉乳によることを想定するものであるが、現在では粉乳以外にも様々な栄養源が利用可能であり、粉乳だけ

を許可の対象とする必要性は相対的に低下しているものと考えられる。

4.対象者への適切な情報提供

対象者が特定の者である特別用途食品について、対象者に的確に選択され、利用され、適正な栄養管理がなされる

ためには、医師、管理栄養士等による適切な助言指導の機会が、保障されることが不可欠である。このため、例えば退

院する前に栄養教育を受ける等、在宅療養における栄養管理を継続させるための取組を強化していく必要がある。

上記に加えて、適切な栄養管理の確保に当たっては、地域における効率的かつ効果的な保健指導、栄養食事指導

を実施する活動拠点として栄養士会が運営する栄養ケアステーションにおいて、管理栄養士等の地域の人材と医療

機関や医療保険者等との連携を図ること等により、地域における栄養食事指導の実効性を高めていくことが期待さ

れる。

特別用途食品については、医療機関内で費消される食品と異なり、栄養指導等を受けながら、対象者自身が選択し、

購入することが基本となる。したがって、対象者において栄養管理に関する基本的な知識を体得することが望まれ

るとともに、医療機関等の専門職員においても適切な栄養指導が可能となるよう、特別用途食品の製品情報並びに

最新の知見に基づく疾患ごとの栄養管理や食事管理等に関する情報のデータベース化を図り、利用できるようにす

べきである。

また、特別用途食品については、現在は、主たる流通経路を病院内の店舗や医療通販によることとしており、広

告も原則として自粛となっているが、当該食品を利用した栄養管理を行いやすくするという観点から、同制度に関

する認知度を高め、必要な流通の確保を図るべく、広告可能な事項を絞った上で一般広告等も認めるなど、情報提

供の手段を拡充すベきものと考える。

その際、薬局等の販売事業者においては、購入者に対して的確な情報提供に努めることが強く期待される。

他方、特別用途食品の許可を受けていないにもかかわらず、紛らわしい表示や広告を行って誤認させるようなこ

とがないよう必要な対策を講じるべきである。

また、病者用など特別の用途の対象者にとっては、適切な栄養管理という観点から、表示された内容が正確であ
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ることが極めて重要な意義を有する。このため、健康増進法第27条の規定に基づく収去試験の適正な実施など表示

内容の真正さの確保に向け必要な措置を講じるべきである。

5.審査体制のあり方

これまでの特別用途食品の審査体制としては、規格基準のあるものについては、規格基準に適合しているか否か

を厚生労働省医薬食品局食品安全部基準審査課新開発食品保健対策室において確認して許可を行い、個別評価型病

者用食品については、同省医薬食品局食品安全部長の私的懇談会である特別用途食品評価検討会の意見を聴いた上

で許可を行っていた。

しかしながら、特別用途食品については、乳児や病者など特別の用途のためのものであり、許可に当たっては慎

重な手続が要請され、殊に個別評価型病者用食品については、最新の医学、栄養学的知見に沿った食品供給の確保

を図ることが適当であることから、その審査体制については、強化を図るべきものと考える。

また、 3.で示した対象食品の範囲の見直しを踏まえ、食品群ごとに新たな具体的な審査基準の案についても検討

を行ったが、その結果については別添のとおりである。

6.その他

消費者行政推進基本計画（平成20年6月27日閣議決定）において、健康増進法に基づく特別用途表示の審査・

許可は、新たに創設される消費者庁が所管することとされているが、当該制度を移管するに当たっては、これが円

滑になされるよう十分留意すべきである。

また、これまでに特別用途食品の許可を受けていたものであって、今般の対象食品の範囲の見直しに伴い、特別

用途食品の許可の対象から外れるものについては、新制度の施行後も一定の期間の範囲内であれば、従来の許可に

係る表示を許容するという経過措置を講じるべきである。
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『「健康食品Jの安全性確保に関する検討会報
告書Jと安全性評価

カルピス株式会社

品質保証部

坂間厚子

2008年7月に厚生労働省が取りまとめた 『「健康食品jの安全性確保に関する検討会報告書jにおいて、製造段階

での安全性確保が柱のーっとなっている。その具体的方策は、（1）安全性評価の実施、（2）製造・品質の管理、（3）第三

者認証制度の導入である。安全性評価については、様々な食品形態がある中で一律の基準を設けるととが難しく、食

経験のとらえ方等も食品事業者間で、バラツキが見受けられるため評価を一層複雑にしている。

食品の安全性評価では、食経験情報と有害性情報の収集、さらにそれらの情報のみでは安全性を担保することがで

きない場合、その不足を科学的根拠で補うことが必要で、ある。得られた情報をもとに評価を行い、安全と考えられる

摂取条件を求める。

食品事業者は、まずは自主点検をやってみることが大切で、そうすることにより、安全な摂取条件を見出すために

どういった情報が求められているのか、その情報を得るにはどうしたらよいのかが見えてくる。

＊本＊＊＊ ＊ ＊＊＊本＊本市本車＊＊＊＊本

<Summary> 

The final report on ensuring the safety of “health foods" was issued in July 2008 by Ministry of Health, 

Labor, and W巴lfare,Japan. The development of guidelines for safe manufacturing steps is one of the basic 

purposes of this report. According to the report there are three essential measures for achievement of this goal: 

(1) safety evaluations, (2) manufacturing oversight and quality control, and (3) introduction of a third-party 

accreditation system. However as foods take various forms, it is difficult to establish one single standard for all 

foods. This becomes even more so because the standards or criteria for the safety of each food based on history 

of consumption varies widely by the individual even among the people who are engaged in food manufacturing. 

For the evaluation for food safety, it is necessary to collect information on the history of safe use and hazards 

such as the occurrence of side effects and toxic substances. If the safety of foods cannot be secured by this 

information alone, it is necessary to supplement the information with additional scientific evidence. 

It is important for people in the food industry to take the initiative by introducing voluntary safety evaluations 

of food manufacturing steps and thereby gaining necessary experience in the collection of information on the 

safe use and safe intake of their products. 

“The Final Report Securing Safety of 

“Health Foods，，” and Safety Evaluation 
ATSUKO SAKAMA 

Manager 

Quality Assurance Dept. 

Calpis Co., Ltd. 
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1 .はじめに

食品の形態は様々だが、特に昨今は健康に対する国民

の関心の高まりとともに、成分を抽出濃縮するなどして、

従来にない食べ方をする食品が多く見受けられるように

なってきた。乙のような中、国民が今後とも健康食品を

安全に摂取するための方策について話し合うため、厚生

労働省による検討会（以下、「厚労省検討会J）が設けら

れ、 2008年7月に最終報告書が取りまとめられた。

当該報告書の柱は、「製造段階における具体的な方策」、

「健康被害情報の収集および処理体制強化j、「消費者に

対する普及啓発jの3つであるが、このうち製造段階で

の安全性確保は最も大事な基盤である。その具体的な方

策として、 (1）安全性評価の実施、（2）製造・品質の

管理、（3）第三者認証制度の導入があげられているが、

まずは（1）と（2）を両輪としてしっかりとまわしてい

くことが、安全な食品を提供していくための要となる。

2.製造段階における安全性評価について

製造工程や品質の管理は、 GMPやHACCPの考え方

の導入によりある程度確立してきているが、安全性評価

の実施については、様々な食品形態がある中で一律の基

準を設けることが難しく、食品事業者間での評価の考え

方にもバラツキが見受けられる。特に、食品の安全性を

評価する上で最も重要な食経験のとらえ方についても、

摂取形態の多様化により、従来の食経験情報のみではヒ

トへの悪影響がないことの担保として不充分なケースも

でできているため、評価を一層複雑なものにしている。

ILSI Japan食品リスク研究部会では、食品安全性評

価の考え方の普及を目的として活動を続けてきたが、評

価を行う際の考え方をよりわかりやすく示せればと約2

年間をかけて検討し、 2007年6月に ILSIJapanのレポ

ートシリーズとして「食品の安全性評価のポイントjを

発刊した。食品の安全性評価においては、食経験情報と

有害性情報の収集、さらにそれらの情報のみでは安全性

を担保することができない場合、その不足を科学的根拠

で補うことが必要になるが、その際に評価のヒントとな

る考え方を当該レポートでは網羅的に示している。また、

基本となる考え方は、 2007年8月開催の厚労省検討会

の関係団体ヒアリングにおいても！LSIJapanとして陳
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述し、最終報告書にも反映されたと考えている。
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国際生命科学研究嶋繍

3. おわりに

なお、 2008年6月に聞かれた最終の厚労省検討会に

は、参考資料として業界団体（けの参画のもと（財）

日本健康 ・栄養食品協会が取りまとめた 『「健康食品J

の安全性評価ガイドラインJ（以下、「業界ガイドライ

ンJ）が添付されている。業界ガイドラインの構成は、

!LSI Japanの「食品の安全性評価のポイントjと基本

的には同じであり、食経験情報や有害性情報、科学的根

拠をもとに評価を行い、それらの情報から安全と考えら

れる摂取条件を求めることが重要になってくる。今後は、

食品事業者が業界ガイドラインを理解し、これに基づき

安全性評価の自主点検を行えるように、評価事例紹介や

文献検索等の情報収集方法の提示などにより、環境を整

備していくことが求められる。

食品事業者は、まずは自主点検をやってみることが大

切で、そうすることにより、安全な摂取条件を見出すた

めにどういった情報が求められているのか、その情報を

得るにはどうしたらよいのかが見えてくる。疑問点は業

界団体で解説にするなどしてフォローすることもできる

はずだ。またその際、！LSIJapanの 「食品の安全性評

価のポイントjが評価の一助となれば幸いでおある。

特定非営利活動法人全日本健康自然食品協会、日本健

康食品規格協会、未来食品技術研究会、薬業健康食品研

窒全
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1989年 日本大学農獣医学部農芸化学科卒業

1989年カルピス株式会社入社

2007年 ILSIJapan食品リスク研究部会

「食品の安全性評価のポイントj作成・検討チームリー

ダー

日本健康・栄養食品協会「健康食品安全性評価に係る

専門部会」委員
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保健指導における行動変容支援スキルアップセミナー
～「LiSMlO！⑮jプログラムを利用して

株式会社二チレイフーズ

奥村尚

特定保健指導の制度化を背景に、生活習慣病の予防に対する健康学習手法へのニーズが高ま っている。今回、

ILSI Japan CHPのPAN(Physical Activity and Nutrition）プロジェク卜において開発された生活習慣病予防プロ

グラム LiSMl0!11を通して提案する行動変容支援技法の理解・習得を目的として、 「保健指導における行動変容支援

スキルアップセミナーjを開催した。参加者は、健康保険組合の専門職（保健師、管理栄養士等）をはじめ総勢70

名に上り、前半では健康づくり全体のコンセプ卜、後半ではLiSMlO！Rという実際のツールの中に組み込まれた行

動変容理論を具体的に理解するというテーマで講義を実施した。本稿では、講義の概要とその後の討議で明らかに

なった現場での課題について報告する。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊キ＊＊＊＊事訓幹事事＊

<Summary> 

It is a trend toward that method of health education attracts attention in the background of administrative 

ms ti tu tionalization of health-guidance. 

We organized the seminar、“Up叫tillingfor Supporting Health Behavior Change in Health-Guidance" for the 

participants to learn the method of health behavior change referr・ingto“LiSMlO！R”developed by the PAN pr句ect

ofILSI Japan CHP. 

The participants for the seminar was over 70 persons, the majority was specialists (such as health nurse, 

dietician) belonging to corporate health insurance society. They learned theoretical system in the first session, 

theory of health behavior change built-in real tool“LiSMlO！R＇’m the second session目

We report the brief summary of the seminar and front-line problems about health guidance discussed at the 

seminar. 

1 .はじめに

2008年度より、医療保険者に対し特定健診・特定保

健指導の実施が義務化された。企業健康保険組合等の医

療保険者は、所属する被保険者や被扶養者に対し、メタ

ボリ ツクシンドロームの考え方に基づくリスク者の摘出

（特定健診） と、リスク者に対する生活習慣改善指導 （特

定保健指導）を実施することとなった。その背景として

は、増大する医療費の抑制とそのための生活習慣病予防

活動の浸透という厚生政策がある。特定健診 ・保健指導

Report of ILSI Japan CHP Organized Seminar Up-skilling HISASHI OKUMURA 

for Supporting Health Behavior Change in Health Guidance" Business Planning Group 
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の実施が不充分であると、生活習慣病の患者増加による

医療費増大が医療保険者自身に跳ね返ってくるだけでな

く、後期高齢者医療制度への拠出金が増額されることに

もなる。

メタボリツクシンドロームのリスク者に対する特定保

健指導においては、行動科学的なアプローチが重要であ

ると明確にうたわれており、専門家による面談指導を中

心とした具体的な指導方法が指針としてまとめられてい

る。

このように、こ乙数年になって急速に注目を浴びるよ

うになった健康づくりにおける行動科学的アプローチで

あるが、 ILSIJapan CHP PANプロジェクトにおいて

は、以前からこの手法に着目し、 2001年度から現在に

至るまでLiSMlO！Rプoロジェクトとして、開発および効

果検証を推進してきた 1～5）。

この度、 PANプロジェクトのメンバーとして 2004年

より LiSMlO！Rの開発・検証に参画し、研究成果を活用

する形で事業化の取り組みを進めている株式会社ニチレ

イフーズの協力のもと、特定健診・保健指導に関わる

関係者を集めて「保健指導における行動変容支援スキル

アップセミナー ～LiSMlO！Rを利用して～jと題した

セミナーを 2008年8月18日に開催した。

参加者は、企業健康保険組合の専門職（保健師、管理

栄養士等）をはじめ、健診機関、システム会社、食品メー

カ一等多岐に渡り、総勢70名余りに上り、質疑応答も

活発に行われた。

演題と講演者については以下に示す通りである。

第1部 「これからの健康づくり」

［行動変容および継続を支援する保健指導j

荒尾孝（早稲田大学スポーツ科学学

術院）

第2部 「行動変容を支援する LiSMlO！⑧ブ。ログラ

ムについて」

木村美佳（ILSIJapan CHP) 

第3部 「LiSMlO！＠を利用するにはj

奥村尚（株式会社ニチレイフーズ）

2.講演内容

( 1）第1部

［これからの健康づくり」

「行動変容および継続を支援する保健指導j

現代の日本国における二大課題は、進行しつつある少

子高齢化、および悪性新生物を含む生活習慣病の増加で

あるといえる。これらの傾向は急速に強まっており、社

会保障制度をはじめとした社会システムの維持に支障を

きたし始めている。そのような社会的背景から近年、健

康づくりは個人的意義に加え、社会的意義を拡大しつつ

ある。そして、健康そのものに対する価値も、個人が豊

かな生活を営むための財産として、また、社会が健全に

機能するためのインフラとして年々高まってきている。

社会や健康をとりまく状況の変化を踏まえ、わが国で

は従来の疾病管理的な厚生行政から疾病予防・健康増進

（健康づくり）を中心とした厚生行政への転換が図られ

つつある。すなわち、今後の健康づくりを確実に推進し、

その大きな成果をあげるために必要な国レベルでの条件

整備として、関連する政策・制度・法律といった三位一

体的な改革がなされている。なかでも健康日本21と健

康増進法は改革の中核をなすものであり、これらの政策

と法律の精神に基づき、保健・医療および介護の分野に

おける制度改革が進められている。そして、平成20年

度からは、生活習慣病の多重リスク者に対する確実な保

健指導を確保するために健康保険法が改正され、医療保

険者に対して特定保健指導の実施が義務化された。

このようなわが国の社会状況において、今後は健康づ

くりの確実な実施による大きな成果が強く求められる。

そのような現代における健康づくりの基本理論となっ

ているのがヘルスプロモーションである。この理論では

個々人の健康問題の解決能力を高めることと共に、健康

づくりを実施・継続するための社会環境を整備すること

を同時に実施することが重要であるとしている。そして、

個人の能力開発においては、行動科学や健康学習といっ

た個人の行動変容に関わる専門領域の知識や技術を駆使

した専門家による支援的アプローチが重要であり、環境

整備としてはあらゆる生活の場において支援的環境づく

りが重要とされている。したがって、これからの健康づ

くりにおいては、健康づくりに関わる専門家の対象者に

対する支援能力がその成果をあげるうえで極めて重要な

要素となる。そのような専門家に求められる健康づくり
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現場での能力とは、「対象者が主体的に考え、問題に気

づき、解決のための行動を決定し、その行動を実施・継

続できる能力（自己管理能力）を身に付けることができ

るjように支援する能力である。

そのような健康づくり対象者の自己管理能力の向上を

図るためには、行動科学や健康学習的な知識や技術が必

要となる。すなわち、ステージ理論や自己効力感（セル

フエフィカシー）に着目し、目標設定、セルフモニタリ

ング、逆戻り防止などのフ。ロセス管理手法等を計画的に

組み込んだ健康づくり支援プログラムを用いた健康づく

りを推進していくことが重要となる。LiSM10!'!l'はこれ

らの手法がバランスよく組み込まれ、マニュアル化もな

されている。また、担当者が健康づくりを実践する際に

有用な情報や具体的な支援方法についての情報も提供さ

れている。そこで、今回のセミナーでは、健康づくりに

直接関わる担当者を対象に、健康づくりの対象者が生活

習慣を改善し、継続できるように支援するための知識や

技術を向上させることを目的とした。

(2）第2部

「行動変容を支援する LiSM10！Rフ。ログラムについてJ

第l部で紹介した理論を元に、具体的なツールとして

開発したのが「LiSMlO！Rプログラムjである。開発に

あたっては特に対象領域を「職域」とし、最小限の手間

で最大限の効果を得るための手法とすることがテーマと

された。

LiSMlQ!,g,の特長としては、以下の 5点を挙げること

ができる。

① 個別面談を中心とした対人支援プログラムと環境（家

庭、職域）支援プログラムを組み合わせたプログラ
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ム構成

自分で作る運動と食生活のプログラムを核にして、

食堂環境等の職場環境整備および家族による支援環境

整備の両面で実践を支援するプログラムを構築してい

る。

① IT化した情報管理システムによる面談資料の効率的

な活用

歩数セルフチェック（歩数計による連続した7日間

の歩数調査）、食生活セルフチェック（16項目の食品

群の摂取頻度調査）、日常生活状況調査（家族構成等

の基本情報、基本的な生活習慣調査、行動特性に関す

るパラメーター調査など）の3種類のベースライン調

査や目標行動の実施記録、実施の促進または阻害要因

の記録、支援コメントの記入等を、使いやすいイン

ターフェースから入力できる ITシステムイヒを行った。

また、そのシステムを通して支援者側はその集約され

た情報を用いて支援計画を効率的に策ー定し、実施する

ことが可能になっている。

① 行動ステージ、セルフエフィカシーに基づいた個別

目標の設定

運動、食生活の各分野における行動ステージ、セル

フエフィカシーを調査し、行動目標を設定したり、そ

のレベルを調整する過程で活用するごとにより、参加

者の自己決定を促しやすい提案が行える。

①自己決定を基本とした自己管理能力の向上を目的とし

た面談の実施

目標の設定を自己決定し、介入期間中にセルフモニ

タリングし、その資料を用いた個別商談を繰り返すこ

とにより、成功体験を繰り返し体験することでセルフ

エフィカシーの向上を図っている。つまり、介入当初

から有効性の高い行動内容を実践するのではなく、ま

ずは取り組みやすい内容の行動目標からはじめる。そ

して、その後はその内容の質や量を次第にステップ

アップしてゆき、最終的に習慣として有効性の高い行

動が実践できる状態（＝自己管理できている状態）を

作り出す。

このLiSMlO!Rプログラムは 2001年の開発開始以来、

3期間にわたる検証と改良を重ねてきた。第1期介入研

究（2001年～ 2003年）においては、原型プログラムを

食品メーカー 2杜5工場において 150名規模で検証し

たトヘ 続く第 2期介入研究（2004年～ 2006年）で

は、改良を施した普及版プログラムの効果検証を行っ



保健指導における行動変容支援スキルアップセミナー ～「LiSMl 0！R」プログラムを利用して

た5）。 2007年から現在も継続中の第3期介入研究にお

いては、 ITシステムを導入し更なる省力化を図ると同

時に、対象者も生活が不規則になりやすい営業職、事務

職、研究職での検証を行っている。

以上のように LiSMlO！Rフ。ログラムは、積年の検証・

改良サイクルにより、さらに社会的価値の高いプログラ

ムに進化し続けている。

rノ

(3）第3部

「LiSM10!Rを利用するにはJ

LiSMlO！＠フ。ログラムは、以下の提供資材により運用

が可能となる。

①カウンセラー研修・カウンセラーマニュアル

面談指導を実施するカウンセラーは、 LiSMlO！Rカ

ウンセラー研修を受講し、必要な技能の習得を行う。

教材としてカウンセラーマニュアルを提供する。

①運営マニュアル

プログラム全体を運営するための準備、手続き等を

定義したマニュアルを、運営事務局向けに提供する。

①参加者キット

LiSMlO！Rプログラムに参加する個人向けに、歩数

計、実施ガイド、セルフモニタリング手帳といった道

具を提供する。

④ IT管理システム

健診データ管理～ベースライン・アセスメント～目

標設定～セルフモニタリング～評価を同じシステム上

で実施できる ITシステムを提供する。

以上の資材を利用して、各保険者や保健指導実施機関

はLiSMlO！Rをプログラムとして運用することが可能と

なる。

3.指導現場での課題

本段では、本セミナーにおいて講演した内容について、

フロアから質問、現場意見として挙がったものを抜粋し

た。

Q：健康づくりにおける個人の費用負担の考え方はどう

すればよいか？

A：受益者負担の価値観の受容性次第である。

Q：持定保健指導の費用対効果、適正価格をどう考える

か？

A：今の段階では算定基準が明確にない。市場原理的に

ある相場観に収束していくだろうが、その過程での

効果評価方法がより重要になってくる。

Q：健保に対しては特定保健指導に関する様々な売込み

があり、どこに判断基準をおいてよL功、わからない。

A：先の質疑と本質的に同じだが、費用対効果の評価方

法がない現状では、今、顕在化している方法論やエ

ビデンスに基づくしか拠り所がないといえる。買う

ほうも試練の時だと考える。

Q：面談を重ねた効果とプログラムの効果の遣いが分か

らない。

A：あくまで一定水準以上の面談の質が担保された上で、

回数が効果をもたらす。したがって、面談の質を担

保するためのプログラムの質が上位概念となる。

Q：集団戦略に役立つツールを紹介してほしい。

A: 10年スパンでの計画策定において本気で、住民を参画

させる仕組みを構築すること。企業においては経営

者のトップダウンで経営理念の中に明文化すること。

Q：保健指導の効果を評価するツールにはどんなものが

あるか？

A：身体的な評価と心理的な評価、両側面が重要だが、

現状では身体的な評価（医学的な評価）が優先され

てしまいがちなので、効果の裏づけをもって心理的

な評価手法の導入が待たれる。

Q：本人に関するベースライン情報は、事前または面談

現場のどちらで取得すべきか？

A：事前に調査しておき、指導計画を策定した上で面談

に臨むことが望ましい。
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第 15回国際栄養士会議の概要と企業の取り組み

花王株式会社

ヘルスケア食品研究所

管理栄養士主任研究員

吉本弥生

国際栄養士連盟（InternationalConfederation of Dietetic Associations; ICDA）は4年に1度国際栄養士会議（Intern a ti on al 

Congress of Dietetics; ICD）を開催している。第15回国際栄養士会議（ICD2008）が2008年9月8日～ 11日の4日

問、横浜で開催された。ICDは、実践、臨床、政策的な栄養学の会議で、各国の栄養士、栄養学者が参集し、世界

の人々が持つ食糧・栄養の課題に新しい解決の方途を探り、それぞれの国の経験を交換し、課題解決に取り組んで

いる。今回のテーマは 「人類の健康のために、 世界中の栄養士の連携と協力を」である。12題の教育講演、約40

題のシンポジウム・ワークショ ップ、 700以上の一般演題の発表が行われた。花王株式会社は、ブロンズスポンサ一

企業としてランチョンセミナーや企業展示、肥満とメタボリツクシンドローム・シンポジウムを共催した。

4,600名以上（参加国57カ国）が参加した、歴代2位の大きな会議となり成功裡に終わった。自国で開催された

国際学会に参加した栄養士にとっては、今後の栄養士活動の方向を見つける大きな経験になったことであろう。

＊ 刻ド ＊ ＊＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊＊ ＊ 常 事 ＊ ＊ ＊ ＊ 本

<Summary> 

The International Confederation of Dietetic Associations (ICDA) organizes the International Congress of 

Dietetics every four years. The 15th International Congress of Dietetics (ICD 2008) was held in Yokohama 

for four days from September 8 to 11, 2008目 ICD,a congress for practical and clinical dietetics combined with 

policies, addresses global food and nutritional issues, facilitates information exchange between countries, and 

seeks solutions to problems. Under the theme of “Global Dietetic Linkage and Cooperation for Human Health”， 

twelve educational lectures, about 40 symposiums and workshops, and more than 700 studies were presented. 

As a bronze sponsor, Kao Corporation co-sponsored a luncheon seminar, exhibitions by companies, and the 

“Obesity and metabolic syndrome" symposium. 

Attended by more than 4,600 people from 57 countries, which was the second largest number of participants 

ever, the congress was very successful. I am sure that nutritionists, particularly those from Japan, have gained 

valuable experience from participating in this international congress held in Japan, which will help them 

define their goals as nutritionists. 

A Summary of the 15th International Congress of 

Dietetics and Efforts by Companies 

YAYOI YOSHIMOTO 

Health Care Food Research Labs., 
Kao Corporation 
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1 .はじめに

第15回国際栄養士会議（ICD2008）が 2008年9月8

日～ 11日の4日間の日程でパシフィコ横浜で開催され

た。 1952年に第 1回大会がオランダで開催され、今回

で15回を数える。アジアでは第 12回のフィリピンに次

ぎ2度目、日本では初めての開催となった。

花王は、ブロンズスポンサー企業としてランチョンセ

ミナーや企業展示、肥満とメタボリツクシンドローム・

シンポジウムを共催した。 ICD2008の概要と、本会議

での企業の取り組みを報告する。

2.国際栄養士連盟と国際栄養士会議

国際栄養士連盟（InternationalConfederation of Dietetic 

Associations; ICDA）は各国栄養士会により組織されて

おり、各国栄養士会と会員の相互交流、専門性の促進、

栄養学における教育・訓練・実践の基準認識向上の支援

を目的として 1952年に設立された。 2008年9月現在の

加盟国は35カ国で、日本は 1988年から理事国を務めて

いる＋＋。理事国は現在6カ国で、日本の他はオースト

ラリア、イギリス、米国、カナダ、デンマークである。

日本栄養士会は会員数約56,000名で、加盟国の中で米

国に次ぐ第2位の組織となっている。

ICDAは4年に1度、国際栄養士会議（International

Congress of Dietetics; ICD）を開催している。 ICDは、

実践、臨床、政策的な栄養学の会議で各国の栄養士、栄

養学者が参加する。今回60年の節目の年に日本で初め

てICDAと日本栄養士会の共催で行われた。テーマは「人

類の健康のために、世界中の栄養士の連携と協力を」で

ある。参加者は、予想を大きく上回る 4,621名（参加国

57カ国）となった。これは、アメリカ、ワシントンで

開催された第5回大会以来の規模となる。

開会前日のウエルカム・パーティの会場は旧友との再

会や、新たな出会いを喜ぶ各国の参加者で熱気にあふれ、

翌日から始まる会議の成功を予感するすばらしいスター

トとなった。翌日の開会式は、 5,000名を収容できる国

立大ホールが参加者で埋まり、筆者も参加者の一人とし

てこれほどの参加者が集まったことに感動を覚えた。日

本での開催は、日本栄養士会の 20年来の悲願だった。 8

年前のエジンパラ会議において3度目の誘致で日本での

開催が決まり、長年準備していた日がやっと実現した。

3.会議概要

開会式の後、理化学研究所の伊藤正男先生による基調

講演「食べることの価値一脳はどう判断するか」があっ

た。英語に不慣れな参加者にも配慮、し、同時通訳と日英

ダブルプロジェクターを使って行われた。「食べるjと

いう当たり前にも思える行為に至るまでに脳がどう判断

を下しているか、わかりやすく栄養指導の実践に応用で

きるすばらしい内容だった。引き続き ICDAのワーク

ショップが行われ、 11日の閉会までに、教育講演12題、

シンポジウム 26セッション、ワークショッブ。6セッショ

ン、スポンサード・シンポジウム 7セッション、その他

700以上の一般演題の発表があった。

すべての教育講演は、日英同時通訳付きで行われた。

国際連合食糧農業機構（FAO）の前食糧栄養部長の

Kraisid Tontisirin氏から「低栄養と過剰栄養の予防の

ための戦略」、大阪大学大学院の下村伊一郎教授から「メ

タボリツクシンドロームへの挑戦；アディポネクチンと

Fat ROSJなど興味深い演題が並び、会場に入りきれな

い参加者のために別会場で同時中継を行う盛況振りだっ

。
た

シンポジウムは、糖尿病・腎疾患等の栄養・食事療法

のような臨床栄養学を筆頭に、公衆栄養学や栄養教育、

フードサービスなど、実践活動に役立つ多岐にわたる内

容だった。日本は戦後の食料不足・低栄養を克服し、現

在は過剰栄養・高齢化社会となっている。この経験を世

界の栄養関係者と共有するのに適したプログラムが、多

数組まれていた。花王が協賛し、 10日午後に行われた

「肥満とメタボリツクシンドローム」シンポジウムでは、

George A Bray先生（米国ルイジアナ州立大学べニント

ンセンター）、 PeterKopelman先生（英国ロンドン大学セ

ントジョージ病院医学校）、 GaryWittert先生（オースト

ラリアアデレード大学医学部）、そして日本から井上修

二先生（共立女子大学家政学部臨床栄養学）の計4名の

先生方が各国のデータに基づき、肥満とメタボリツクシ

ンドローム概念、今後の取り組みなどの報告、討論を行っ

た。会場は立ち見の参加者が大勢出る盛況ぶりで、肥満

とメタボリツクシンドロームへの世界的な関心の高さを

感じた。井上先生からは、日本人の肥満の定義がBMI25 
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以上になっていること、腹部CT画像による内臓脂肪蓄

積量とウエスト周囲長の相関から決められたメタボリツ

クシンドローム診断基準のウエスト周囲長が、諸外国と

違い男性より女性で大きくなっていることなど、データ

を示しながら報告があった。さらに、日本では今年から、

生活習慣病対策として、メタボリツクシンドローム予防

の概念を取り入れた特定保健健診・保健指導が政府の方

針として始まったことが紹介された。メタボリツクシン

ドローム予防に政府が積極的に介入している日本の報告

には、他のパネラーの先生方や会場から質問が寄せられ

た。この制度がスタートした今年、日本でICDが開催さ

れ、世界に強く発信されたことは大きな意昧があると思

う。 ICDは栄養学を実践する専門家の集まりで、栄養士

以外の医師、保健師、栄養学者も多数参加している。本

会議に参加した各国の専門家たちがこの制度を各国に紹

介することだろう。そして、日本のこの制度が成功するか、

世界が興昧深く見守っていることと思う。

また、各企業の食品素材の新知見や疾病への応用を紹

介する、スポンサード・シンポジウムも実施された。企

業の知見が会議シンポジウムのテーマの重要な位置を占

める会議構成は、国内の栄養関係の学会ではあまり見ら

れない。 ICDのスポンサード・シンポジウムにより、企

業の研究開発に対する参加者の理解が進んだことと期待

する。

さらに、コンサルタント栄養士や開業栄養士の活躍な

ど、日本ではまだほとんど未開発の分野の教育講演、シ

ンポジウムもあった。専門領域でリーダーシップを発揮

し、新しい職場を切り開くパワフルな開拓者の講演は、

型にはまりがちな日本の管理栄養士・栄養士にとって大

きな刺激になったようだった。

社交行事は、 7日のウエルカム・パーティのほかにも、

8日にはヤクルト本社後援による日本フィルハーモニー

交響楽団によるイブニング・コンサート、 8日にはパン

ケットが行われた。鏡聞きや和楽器の演奏、阿波踊りな

どを演出したパンケットは、コンパクトに日本文化を紹

介でき、海外からの参加者に好評だった。終わる頃には

皆さん楽しそうに「踊る阿呆Jになり連帯を深めていた。

4.企業主催ランチョンセミナー

9月8日～ 10日の3日間に合計8社のランチョンセ

第 15回国際栄養士会議の概要と企業の取り組み

ミナーが行われた。興味深い内容に各ランチョンとも立

ち見の参加者も大勢でていた。大豆製品を主力商品に

持つ大塚製薬は、「大豆の生理作用とメタボリツクシン

ドロームJ、カゴメは「カロテノイドの栄養機能Jなど、
得意分野の研究を紹介していた。また、カリフォルニア・

アーモンド協会は、「米国登録栄養士の役割とアーモン

ドの栄養研究について」と、日本の栄養士にとって興昧

のある米国の栄養士の働きを併せて紹介するなど、各社

の特長を表す趣向を凝らしたセミナーを提供していた。

花王は9日に、指肪酸栄養・機能性食品がご専門の中

国漸江大学の李峰教授をスピーカーに招き、“Theactual 

situation of the lifestyle-related disease in China and the 

application of functional foods”の演題で講演いただい

た。講演は、中国での国民調査結果を基に、平均寿命・

死亡原因・飲酒・喫煙など生活習慣の変化の説明から始

まった。そして住居エリア別の肥満者の増加や生活習慣

の変化と共に肥満者が増加し、それと共に糖尿病患者が

増えていること、さらに、肥満者や糖尿病患者も都市部

富裕層で特に増加していることなど、中国の抱える生活

習慣病の問題点を紹介いただいた。その後、それらの問

題点に対し、食品の機能をどのように生かすかについて、

また、霊芝、銀杏葉、ローヤルゼリー、冬虫夏草など日

本でも有名な食品の生理作用と疾病への影響や、ジアシ

ルグリセロール（DAG）油を 2型糖尿病患者に使用し、

ウエスト周囲長やインシュリン抵抗性に改善が見られた

花王との共同研究結果について報告いただいた。

発表後の質疑応答も、中国の機能性食品の認可や表示

制度や、古くから親しまれた食品とその成分を元に販売

されている商品の住み分けがどうなっているのかなど、

広範囲にわたり、活発な意見交換が行われた。参加者ア

ンケートでも、「食品の機能性にもっと我々は、関心を

持つべきだ」、「食品の機能性に興味があり、有益な内容

だったjなど、参加者の食品機能への関心は高く、この

分野の今後のエビデンス構築と保健指導への応用が期待

される。

5. Exhibition 

Exhibitionでは、企業や各県栄養士会、各国栄養士会

の趣向を凝らした展示が目を引Lミた。一度に大勢の世界

の栄養専門家にアプローチできるというまたとない機会
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として、普段の圏内学会と比べても見ごたえのある大型

のブースが参加者を迎え入れた。同じ会場では、日替わ

りの協賛メーカーによるキッチン・デモンストレーショ

ンもあり、会議を盛り上げていた。

花王もヘルスケア研究や、 DAGと茶カテキンの保健

機能のメカニズムをアニメーションでわかりやすく説明

した映像を中心に出展した。囲内の参加者からは、展示

説明により TVコマーシャルでは伝えきれない茶カテキ

ンやDAGの作用機序が良くわかったという声を多数頂

くことができた。花王のDAGを含むヘルスケア食品は、

日本国内と米国で展開されている。展示には米国で展開

するクッキング・オイルEnovaRやEnovaR を配合し

た糖尿病者用食品も展示しました。 EnovaR を知る米国

の栄養士は、日本でEnovaRの機能に関した論文入手や

説明を受け、納得して帰られた。また、花王の日用品は

広く販売されているがヘルスケア食品への馴染みのない

アジアの参加者からは、「KAOは食品研究も行っている

のか」と驚かれたりもした。商品を販売していない地域

では、論文、学会発表以外ではほとんど花王の機能性食

品の研究開発を紹介する場はない。 ICDの展示ではそう

いった国や地域から参加された栄養の専門家に広く花王

のヘルスケア研究を紹介する良い機会になった。

6.おわりに

坂本元子先生の日本代表理事としての国際栄養士連盟

に対する長年の貢献が無ければ、今回の日本での開催は

実現しなかったであろう。開催が決まってからも、講演

内容の調整など委員の皆様には様々なご苦労があったと

思う。そして中村丁次栄養士会会長も機会あるごとに、

会員に参加を呼びかけていた。すべての教育講演には日

本語の同時通訳をつけるなど、英語の苦手な日本人の参

加を促した結果、日本人参加者は4,000名近くにもなっ

た。これは普段、学会に参加していない管理栄養士・栄

養士が多数ICDに参加したことを意昧していると思わ

れる。

筆者は日本での国際大会にこれだけの管理栄養士・栄

養士が参加するとは予想していなかった。参加費も国内

学会と比べ3～4倍と高く、同時通訳のつく講演も多い

とはいえ公用語は英語である。過去の実績も 2,000名足ら

ずが大半で、組織委員会も当初、参加予定数を 2,000～
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3,000名と見積もっていた。

しかし、予想を大きく上回る 4,600名もの参加者が集

まった。初めて学会に参加した若い人は世界と自分との

距離を実感し、今後の仕事の励みになったに違いない。

また、海外からの参加者は日本の様々な栄養に関する制

度や取り組み、長寿を支える食文化に触れ、日本人参加

者との交流で日本に対する興味・関心が深まったことで

あろう。

多数の管理栄養士・栄養士が国際会議に参加したこと

はひとつの成果だが、この国際会議が本当に成功したか

どうかは、個々の参加者が会議で得たことをどう実践に

生かすかに掛かっているといえるだろう。

略歴

吉本弥生（よしもとやよい）

1984年 3月徳島大学医学部栄養学科卒業

1989年11月花王株式会社入社

2001年 4月 同社ヘルスケア第一研究所（現ヘルスケア食品

研究所）
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第 30回コーデックス栄養・特殊用途

食晶部会報告

ILSI Japan事務局長

浜野弘昭

The 30th Session of the Codex Committee on Nutrition and Foods for Special Dietary Uses (CCNFSD町 was

held in Cape Town, South Africa from 3 to 7 November 2008. The Committee was attended by 240 delegates, 

observers, and advisors representing 52 member countries, one member organization (EC) and 27 international 

organizations (NGOs). The Session reached the following conclusions: 

The Committee agreed to forward to the Commission for final adoption at Step 8: 

-Draft Table of Conditions for Nutrient Content (Part B Contaning Provisions for Dietary Fiber) 

ーDraftAdvisory List of Nutrient Compounds for Use in Foods for Special Dietary Uses Intended for Infants 

and Young Children: Section D: Advisory List of Food Additives for Special Nutrient Forms: Provisions on 

Gum Arabic 

-Draft Nutritional Risk Analysis Principles and Guidelines for Application to the Work of the CCNFSDU 

The Committee agreed to forward to the Commission for adoption at Step 5/8 with the recommendation to 

omit Steps 6 and 7: 

-Proposed Draft Annex on Recommendation on the Scientific Substantiation of Health Claims to the Codex 

Guidelines for Use of Nutrition and Health Claims 

The Committee agreed to convene a Physical Working Group on WHO Global Strategy prior to the next 

Session of the Committee. 

1 .はじめに

第 30回コーデックス栄養・特殊用途食品部会会議が、

2008 （平成 20）年11月3日 （月）～7日 （金）、南ア

フリカのケープタウン （SouthernSun Hotel）で開催さ

れた。参加者は、 52か国政府およびEC、27国際機関

およびNGOから合計240名、日本政府代表団として、

Report of the 30th Session of 

厚生労働省（3）、（独法） 国立健康 ・栄養研究所 （1）、

テクニカルアド、パイザー （2）の計6名が参加した。な

お、政府代表団以外の日本からの参加者は、国際生命科

学研究機構 （ILSIJapan）、国際飲料工業協会 (ICBA）、

国際グルタミン酸協会（IGTC）から計4名であった。

なお本会議に先立ち11月1日 （土） に、 「健康強調

表示J、「栄養摂取基準（NRVs)Jを中心とした「食事、

the Codex Committee on Nutrition and Foods for Special Dietary Uses 

HIROAKI HAMANO 

Executive Director 

ILSI Japan 
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運動と健康に関する WHO世界戦略」に関わる作業部会

(WG）会議が開催された。同討議内容についてはそれぞ

れの議題の項に含め、以下に、主な議題に関する討議内

容を要約した〔Reportof the 30th Session of the Codex 

Committee on Nutrition and Foods for Special Dietary 

Uses (ALINORM 09/32/26日。

2.会議概要

議題1.議題の採択

議題9および10は相互に関わりが有るとして一緒に

討議する。「食事、運動と健康に関する WHO世界戦略」

については議題 10で取り扱う。また、「栄養 ・特殊用途

食品部会に適用されるリスク分析の作業原則jについて

は、会期中に WGを聞き、既に文書で、提出されている各

国コメン卜を含め、残された括弧付きの部分および文書

A 体についての校正作業を進めることとした。

議題2 コーデックス委員会総会および他の部会からの

付託事項

A/B. コーデックス委員会総会／執行委員会より：

・グルテン不耐症特別用途食品（グルテンフリー食品）

の基準改正案（CODEXSTAN 118-1981)および乳

児および年少幼児用特殊用途食品に使用する栄養素配

合物の推奨リストの改定案（CAC/GLl0-1979）の

ステップ8採択を承認した（保留のアラビアガムにつ

いては議題4で討議）。

・栄養 ・特殊用途食品部会に適用されるリスク分析の作

業原則のステップ5採択を承認した （議題5で討議）o

・表示を目的とした栄養摂取基準（NRVs）の追加／改

定に関する新規作業（ステップ3）を尿認した（議題

7で討議）。

－「食事、運動と健康に関する WHO世界戦略jに関す

る事項については、事前の WGおよび議題 10で討議

することとした。

・乳幼児用粉末調整乳の衛生規範（Codeof Hygienic 

Practice for Powdered Formulae for Infants and Young 

Children）をステップ518採択し、これに伴い、乳幼児

用食品の推奨国際衛生規範（R巴commendedInternational 

Code of Hygienic Practice for Foods for Infants and 

Children (CAC/RCP 21-1979））を廃止した。一方、

42-ILSI No.96 (2009.2) 

年長乳児および年少幼児用補助食品のガイドライ

ン（Guidelineson Formulated Supplementary Foods 

for Older Infants and Young Children (CAC/GL 08-

1991））の第 7.3項において廃止した上記国際衛生規

範に言及している問題について、本件は CCNFSDU

の作業業務ではないことから、食品衛生部会（CCFH)

に意見を求めることとした。

c.他の部会、 FAQ/WHOより ：

・ニュージーランドより、既に本部会で採択された乳

児用調製乳および特殊医療用調製乳規格 （CODEX

STAN 72-1981, Rev.1-2007）における分析法に関す

るWGの報告（CX/NFSDU08/30/2-Add.l）がなさ

れた。同WGの継続が検討されたが、先ずは本報告に

対する CCMASの見解を待つこととした。

• CCFAより、 JECFAはカラギーナンおよびProcessed

Eucheuma Seaweed (PES）の乳児用調製乳への使用

について、情報不足であることから“inadvisable”と

した（第 68回JECFA）旨、報告された。また、乳

幼児への ADIの適用に関する、 JECFAの見解（CX/

FSDU08/30/2 -REV Appendix II）が示された。

·~主立、 グルテン不耐症特別用途食品の基準改正

案（CODEXST AN 118-1981）の表示項目を承認し

た旨の報告、並びに WHOGlobal Strategyに関する

同部会 WGの進捗状況の報告があった。

• FAQ/WHO からの報告事項

。「炭水化物Jに関する最新の科学的知見 EJCN, Vol.61, 
suppl. 1, December 2007に公表；

。「トランス脂肪酸jに関する最新の科学的知見 2008 

年内の公表（EuropeanJournal of Clinical Nutrition) 

を予定；



。「人間栄養における脂肪および脂肪酸jに関する FAO/

WHO専門家会議を 2009年の早い時期に開催予定；

。Food-BasedDietary Guidelines (FBDG) Manualの策

定を 2009年の中頃に予定；

。「非感染性疾患（NCD）の予防および管理のための

WHO世界戦略実施計画案」の進捗状況。

第30回コーテ、ックス栄養・特殊用途食品部会報告

議題3.栄養強調表示の使用に関するガイドライン：食

物繊維の定義および使用基準（ステップ7)

・先ずJ.H. Cummings博士により WHO提案の定義に

ついて、 CCNFSDU(2005）、米国NAS(IOM) * 1お

よび会議直前に公表されたECDirective (2008/100/ 

EC) *Zの定義と対比しながら、特に以下の3点につい

て解説した。 WHO専門家グループの基本的な考え方を

主張しつつ、問題解決のための妥協の用意も表明した。

* I：米国NAS(IOM）定義： To旬Ifiberとは、 Dietaryfiber (in仕insic)+ Functional fiber (ex凶nsic+syn世間tic
で生理効果を有するもの）の総称。

* 2 : EC Directive (2008/100/EC) : 3糖以上の難（非）消化性多糖類でintrinsic、extrinsicおよびsyntheticを
含み、 extrinsicおよびsyntheticについては生理効果証明の有るもの。

①消化性に関する記述については、その定義付け、測定

が困難で、あり、 intrinsicplant cell wall polysaccharides 

が非消化性であることは歴史的に認識されている

ことから、敢えて記述は不要である（特に強い反

対ではなL＇）。

②重合度3～9の難消化性オリゴ糖については、消

化管通過時間の短縮、糞便重量の増加、血清脂質

や血糖、インスリンへの影響は充分には明らかに

されていない。発酵性については、通常の消化

(digestive physiology）の一部であり、特定の健康

効果に関わるものではない。したがって乙ういっ

た水溶性、低分子の炭水化物を食物繊維に含める

ことは、消費者に誤解を与えるおそれがあること

から反対している（しかしながら、重合度3～ 9

の難消化性オリゴ糖には特異な機能があり、他の

健康面にとって重要な、食物繊維以外の炭水化物

として認識されるべきであると考えている）。

① extrinsic/ functional/ synthetic fiberを含めるか否

かの問題について、 WHO専門家グループは、食

物繊維の健康効果は、 intrinsicplant cell wall 

polysaccharidesに富む果実、野菜、全穀粒食摂取

に基づいて疫学的に確立されており、食物繊維の

定義はこのことに基づくべきであると考えた。し

たがって、これらを食物繊維に含める場合には、

妥協案としてその効果の科学的証明を求めるべき

であるとした。

•Codex 定義を支持した国は、 EC をはじめとして、カ

ナダ、フランス、日本、ノルウェ一、オーストラリア、

インド、中国、エジプト、マレーシア、スイスおよび

多くの産業界NGO。

•WHO 定義の支持固は、南アフリカ、ブラジル、韓国、

多くのアフリカ諸国および消費者団体NGOであった0

．上記ポイント①については反対意見はほとんど無かった

ことから、焦点は重合度3～9の取扱いとなった。 Codex

定義支持国は、重合度3～9の食物繊維含有食品は既に

多くが市場に受け入れられており、消費者の誤認のおそ

れはないとしたが、部会としての合意には至らなかった0

・タイは当初はWHO定義支持であったが、「重合度3

以上として、重合度3～9については各国の判断に委

ねる」との妥協案を提案した。

・長い議論の末、更なる妥協案「重合度10以上として、

重合度3～9については各国の判断に委ねる」で合意

した。但し米国は、未だ議論が不充分として討議の継

続を主張した。

E盛些~： Dietary fibre means carbohydrate polymers(*!) with ten or more monomeric units（吃）， which町 enot 

hydrolysed by the endogenous enzymes in the small intestine of humans and belong to the following categories: 

。Ediblecarbohydrate polymers naturally occurring in the food as consumed (intrinsic), 

。carbohydratepolymers, which have been obtained from food raw material by physical, enzymatic or 

chemical means (extrinsic) and which have been shown to have a physiological effect of benefit to health as 

demonstrated by generally accepted scientific evidence to competent authorities, 
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0 synthetic carbohydrate polymers which have been shown to have a physiological effect of benefit to health as 

demonstrated by generally accepted scientific evidence to competent authorities. 

(*l) incl. Lignin and other compounds quantified by the AOAC 991.43 

(*2) Decision on whether to include carbohydrates with monomeric units from 3 to 9 should be left to national 

authorities 

・表示基準については、液状食品の項を含めるか否かの

議論が中心となった。反対派の論点は、安易な繊維

飲料の摂取は果実、野菜、全穀粒食摂取を推奨する

WHO戦略と相容れない。消費者をmisleadするとい

うもの。液状食品も lOOg当たりで対応可能。

・日本をはじめアジア諸国は、ビタミン、ミネラルの場

COMPONENT CLAIM 

合も含め他の栄養素の表示基準との整合性、食物繊維

含有飲料は既に多くが市場に受け入れられており、消

費者の誤認のおそれは無いとし、議長も理解を示した

が、部会としての合意には至らなかった。結局「液状

食品に関する基準については各国の判断に委ねるjこ

とで合意した。

CONDITIONS (NOT LESS THAN) 

Dietary Fibre Source 
3g per lOOg*or l.5g per lOOkcal or 10% of daily reference 

value per serving柿

High 
6g per lOOg* or 3g per lOOkcal or 20% of daily reference 

value per serving” 

* Conditions for nutrient content claims for dietary fibre in liquid foods to be determined at national level 

帥 Servingsize and daily reference value to be determined at national level 

・分析方法については、既に作られた下記の資料

(ALINORM 08/31126 Appendix II)があるが、今部

会での合意事項を踏まえ再検討の必要があることか

ら、フランスによる WGを再設置し検討することが合

意された。

・食物繊維の定義および表示基準については、ステップ

8採択し、 2009年の第32回コーデックス総会（CAC)

での承認を得る（その前に、 2009年の表示部会での

承認を経て）こととなり、分析法についてはWGによ

る継続討議となった。

議題4.乳児および年少幼児用特殊用途食品に使用する

栄養素配合物（NutrientCompounds）の推奨

リストの改定案：アラビアガム（ステップ7)

・第30回CAC委員会（2007）において、特に異議無

くステップ5が承認された。

• 2007年、第29回会議において、アラビアガムの含有

量について lOmgとするか lOOmgとするかについて活

発な意見の吏換がなされたが、結論を見なかったこと

から AIDGUMに対し、食品中にアラビアガムが高濃
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度に含有する技術的な正当性を次回会合までに報告す

るよう求めた。

・結局当部会は、作業の進捗の遅延が危↑具されたことか

ら、アラビアガムを除き推奨リスト原案をステップ8

に進め、第31回CAC委員会での承認を得ることと

した。

• 2008年、第30回会議において AIDGUMより、ア

ラビアガムはコーテイング剤として lOOmg/kgま

で使われるが、最終食品（Ready-to-useFood）で

は、 lOmg/kg以下となることが報告された。 ECも

lOmgikg以下を支持（AIDGUMコメントとの矛盾な

し）したことから、lOmg/kg以下でステップ8採択し、

2009年の第32回コーデックス総会（CAC）での承認

を得ることで合意した。

議題5.栄養・特殊用途食品部会に適用されるリスク分

析の作業原則（ステップ7)

• 2007年、第29回会議においてまず新規作業の開始

にあたり、タイトルを“NutritionalRisk Analysis 

Principles and Guidelines for Application to the Work 



of the Committee on Nutrition and Foods for Special 

Dietary Uses，，とすることで合意し、討議を開始。

Section毎に検討を行い、かなりの進展が認められた。

まだかなりの〔括弧〕が残っているものの、部会とし

てステップ5に上げ、第31回コーデックス総会での

承認を得ることとした。 2008年の第31回CAC総会

でステップ5が承認された。

• 2008年、第30回会議においてオーストラリアより、

第30回コーデックス栄養－特殊用途食晶部会報告

会期中にWGを聞き、既に文書で提出されている各国

コメントを含め残された括弧付きの部分および文書全

体についての校正作業を進めた結果（CRDl）が報告

された。

・本会議において項目毎に確認、一部文言の追加を含め

校正作業を行い、ステッブ8採択し、 2009年の一般

原則部会（CCGP）および第32回コーデックス総会

(CAC）での承認を得ることで合意した。

栄養・特殊用途食品部会に適用されるリスク分析の作業原則（ステッブ8)

Section 1ー背景（BACKGROUND)

Section 2一序文 (INTRODUCTION)

Section 3ー適用範囲（SCOPEAND APPLICATION) 

Section 4一定義（DEFINITIONS)

（栄養リスク、有害健康影響、栄養素関連危害、…等）

Section 5一栄養リスク分析の原則

(PRINCIPLES FOR NUTRITIONAL RISK ANALYSIS) 

予備的な栄養リスク管理活動

(PRELIMINARY NUTRITIONAL RISK MANAGEMENT ACTIVITIES) 

栄養問題（摂取上限値の問題等）の明確化

(Nutritional Problem Formulation) 

栄養リスク評価

(NUTRITIONAL RISK ASSESSMENT) 

栄養素関連危害の確認と危害分類

(Nutrient-Related Hazard Identification and Hazard Characterization) 

栄養素関連摂取量評価とリスク分類

(Nutrient-Related Intake Assessment and Risk Characterization) 

栄養リスク管理

(NUTRITIONAL RISK MANAGEMENT) 

栄養リスクコミュニケーション

(NUTRITIONAL RISK COMMUNICATION) 

Section 6ーリスク評価者の選任（SELECTIONOF RISK ASSESSOR) 

議題6.健康強調表示の科学的根拠に関する勧告案（ス

テップ4)

・2007年、第 29回会議において実質的な討議が項目毎

になされたが、より具体的な科学的根拠の評価プロセ

スの提示、証拠のレベルに関するより具体的な記述、

その場合の本文書の再構成の必要性などが指摘され

た。また、本勧告案は、「栄養および健康強調表示の

使用に関するガイドラインjの付属文書（Annex）と

することが合意された。部会としては、本議題をステッ

プ213に戻し、フランスによる電子WGに基づく討

議資料の再ドラフト作成が合意された。また、次回部

会会議（2008）の前日に WGを開催することも同時

に合意された。

• 2008年、第30回会議においてフランスより、本会議

前に聞かれたWG会議の結果、前年の会議で討議でき

なかった部分の内第3.1、3.2項のみが討議された旨の
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報告が行われた（CRD17）。

・本会議では、上記の報告を含め各項目に関する討議お

よび文書の校正作業が行われた。

・主なポイントは：

-3.1 (e）科学的証拠全体の統合性（totalityof the 

available relevant scientific data）の重要性、

-3.2.1 (a）基本的にはヒト臨床試験（well-designed

human intervention studies）に基づく、

-3.2.1 (b）証拠全体の統合性（totalityof evidence) 

の判断には未公開資料、矛盾する結果や暖昧な証拠

を含む、

3ふ1；＇｛＇イオマ一カ一（ validatedbiomai「ker の使用、

-3.3.3適切な生体利用（bioavailabilityI applicability) 

に関するデー夕、

-5.定期的、あるいは新たな証拠や科学的知見に基

づいて行われる再評価。

・全体を通じ、特に 3.健康強調表示の実証のプロセス、

その基準および考察に関わる部分の記述は、ヨーロッ

パにおける PASSCLAIMをベースに、米国の SSA

あるいはQHCの考え方が強く反映されている。

・部会としてステップ5/8採択（オーストラリアおよび

NHFが懸念を表明）し、 2009年第32岡コーデック

ス総会（CAC）での承認を得る（その前に表示部会で

の承認を経て）ことで合意した。

健康強調表示の科学的根拠に関する推奨

栄養および健康強調表示の使用に閲するガイドライン別添（ステッブ5/8)

1.適用範囲（SCOPE): 

1.1栄養および健康強調表示の使用に関するガイドライン第2.2項における健康強調表示に適用する。健康強調表

示の実証の基準と科学的評価システムの一般原則を行政機関および産業界に示す。

1.2健康強調表示に伴う安全性の評価は含むが、他のコーデクス規格基準、ガイドラインあるいは各国の既存のー

般基準にある完全（complete）な安全性や品質の評価を目的としたものではない。

2.定義（DEFINITIONS): 

2.1食品（成分） (food or food constituent）には、熱量、栄養素およびその他の関与物質／成分／素材を含む。

2.2健康影響（healtheffect）とは、 bodyfunction, health condition, reduction of disease riskに関わる。

3盲健康強調表示の実証（SCIENTIFICSUBSTANTIATION OF HEAL TH CLAIMS) : 

3.1健康強調表示の実証のプロセス（Processfor the Substantiation of Health Claims) : 

(a）食品（成分）と健康影響の関係の明確化

(b）食品（成分）と健康影響に関わる適切（appropriatevalid）な測定項目の明確化

(c）関連する全ての科学的証拠の確認と分類の明確化

(d）個々の科学的証拠（試験）の質的評価と解釈

(e）試験のウェイト付けを含めた科学的証拠全体の統合性（totalityof the available relevant scientific data）と

健康強調表示の関係（その条件を含め）の判断

3.2健康強調表示の実証の基準（Criteriafor the Substantiation of Health Claims) : 

3.2.1ガイドライン第2.2項における健康強調表示評価に適用する基準：

(a）ヒト臨床試験（well-designedhuman intervention studies）に基づく。ヒト観察試験はtotalityof evidence に

寄与。動物試験は食品（成分）と健康影響の関係を支持することは出来るが健康強調表示の証明とはならない。

(b）証拠全体の統合性（totalityof evidence）の判断には未公開資料、矛盾する結果や陵味な証拠を含む。

(c）食品（成分）と健康影響の関係の一貫性（ヒト試験、反証が全く無いか少ないこと）

3.2.2その他特定な場合に適用する基準：

(a）「栄養機能」については、一般的に認められた公的な”acceptedauthoritative statement，，に基づく事が出来る。

(b）食品群（foodcategory）と健康影響の関係については、良くデザインされた多くの観察試験（疫学試験）や

公的機関による食事指針（dietaryguidelines）を用いる事が出来る。
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3.3証拠に関する考察（Considerationof the Evidence) : 

3.3.1直接的な健康影響評価が出来ない場合のバイオマーカー（validatedbiomarkers）の使用

3ふ2健康影響に関わる食品（成分）の科学的デー夕、分析法、製造方法、安定性、保存方法等の提示

3.3.3健康影響に関わる食品（成分）の適切な生体利用（bioavailabilityI applicability）に関するデータ

3ふ4試験（方法）の質：

(a）対照群、試験群の食事、生活に関する情報、妥当な摂取量と摂取期間、食生活への影響を考慮したヒト介入

試験のデザイン

(b）適切な統計学的解析

3.3.5測定項目、試験デザイン、試験対象等において不適切な試験の総合評価からの排除

3.3.6証拠全体の統合性（totalityof evidence）の評価に際して考慮するべきこと：

(a）当該効果がヒトの健康にとって有用であること

(b）原因（摂取）と結果（効果）の関係がヒトでの証明であること

(c）効果に必要な摂取量および摂取方法が通常の食生活で容易に達成できること

(d）試験群が摂取対象群を代表していること

3.3.7評価結果に基づき、行政機関は、食品（成分）と健康影響の関係について、適用条件を含めて、実証された

とする事ができる。

4.安全性に関わる事項（SPECIFICSAFETY CONCERNS) : 

4.1当該食品（成分）の摂取量と健康リスクおよび他の食品成分との相互作用の関わり

4.2推奨摂取量が当該食品（成分）の上限摂取量超えないこと

4.3暴露評価は、一般国民（必要な場合は弱者グループについて）における通常の摂取量に基づき、全ての食事由

来からの蓄積、当該食品（成分）摂取に伴う栄養バランスへの影響の可能性

5.再評価（RE-EVALUATION): 

定期的、あるいは当該食品（成分）と健康影響の関わりについて、これまでの結論に影響を与える可能性のある

新たな証拠や科学的知見に基づいて行われる。

議題7.表示を目的とした NRVs (Nutrient Reference 

Values）の追加／改定提案（ステップ4)

• 2007年、第29回会議において、韓国代表団の調整に

より電子WGによる検討を行い、年齢階層の異なるグ

ループにおける NRV策定のための討議文書および各

国の現状についてその概要の報告がなされた。

米国を含む一部の国からは、乳幼児を対象とした

NRVの作成は非常に重要で、あるが、まず一般を対象

とした NRVを作成しその後に作業に入るべきだと主

張する一方、 ECからは、乳幼児を対象としたNRV

の作成と、一般を対象とした NRVの作成を同時並行

すべきとの意見が提出された。

当部会においては、まず一般に対する NRVを作成

し、これを原則として乳幼児を対象とする NRVを作

成するか否かについて再度検討すべきであるとすると

ともに、ビタミン、ミネラルに関する部分を優先し実

施することとし、引き続き韓国により各国の意見を集

めつつ次回会合までに再修正した討議資料（新規の作

業として CAC委員会の承認を得るための作業提案書）

を準備することとした。

・第31回CAC総会（2008）において、表示を目的とし

たビタミン、ミネラルのNRV改訂作業が承認された0

・2008年、第30回会議においてNRV策定基準の策定に

当たり、 UNU(United Nations University) Workshop 

の用語を用いることとした（InternationalHarmonization 

of Approaches for Developing Nutrient-Based Dietary 

Standards, Food and Nutrition Bulletin, vol.28, No.l, 

2007）。

• NRVの策定基準（原則）の選択に際し、以下の2つ

の策定基準が議論された。

Qiili旦旦主： AverageNutrient Requirements (ANR), 

the estimated nutrient intake values that 

meet the requirements of 50 percent of an 

apparently healthy specific sub-group of 
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population 

QQ!iQ旦1_:Individual Nutrient Level (INLx), the 

estimated nutrient value that meets the 

参考：日本の食事摂取基準における 5つの指標（2005)

requirements of most (98 percent) of an 

apparently healthy specific sub-group of 

population 

推定平均必要量（EAR:Estimated Avera僻 Reouirement): 

ある集団を対象として測定された必要量から、性、年齢階級別に日本人の必要量の平均値を推定したもの。ある

性別、年齢階級に属する人々の50%が必要量を満たすと推定される 1日の摂取量。

推奨量（RDA:Recommended Dietary Allowance) : 

ある性別、年齢階級に属する人々のほとんど（97～98%）が1日の必要量を満たすと推定される 1日の摂取量

（原則としてEAR+2SD）。

目安量（AI:Adequate Intake) : 

推定平均必要量（EAR）、推奨量（RDA）を算定するのに充分な科学的根拠が得られない場合に、ある性別、年

齢階級に属する人々が、良好な栄養状態を維持するのに充分な量。

上限量（UL:Tolerable Upper Intake Level) : 

ある性別、年齢階級に属するほとんど全ての人々が、過剰摂取による健康障害を起こすことのない栄養素摂取量

の最大限の量。

目標量（DG:tentative Dietary Goal for preventin_g life-style related diseases) : 

生活習慣病の一次予防を専らの目的として、ある集団において、その疾患のリスクや、その代理指標となる生体

指標 (7＇＼イオマーカー）の値が低くなると考えられる栄養状態を達成する量。

・日本は2006年より「栄養素等表示基準値jにおいて

ANR/EARを採用していることから、 ANRを残すよ

う主張したが、他の多くの国はINLx/RDAを支持し、

部会としてはINLxを採用した。

・年齢・性別基準については、以下の4つの基準が議論

された。

QQ!iQ旦l:Highest values from the different age-sex 

groups 

lli>.!並立1_:Population-weighted values using census data 

from one country or region and populations 

of each age-sex group 

Qiili豆旦豆： Population-weightedvalues using a 

hypothetical age-sex distribution 

Q且並旦_1:Specific sub-group population weighted 

means, such as means of adult males and 

females values 

・少数の国がオプション 1を支持したが、日本を含め部

会の多くはオプション 2を支持した。

・オーストラリアより、オプション 2についての修正案

(Average mean value for chosen reference population 

group that reasonably represents the general population 

above 3 years of age, such as means of adult male and 
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female values）が提案された。また、部会からごれら

オプションの選択に際し具体的なもの（数値等）がな

いと判断しにくいとの意見があり、オーストラリアに

対し、具体的な計算例を求める意見が出された。

・米国から、こうした背景からオプション 1および2は

共に残すよう提案があり、部会として共に括弧つきで

残す事を合意した。

・上限摂取量（UNL,Upper Nutrient Level)に関する考察

については原案をそのまま維持し、その定義について

は脚注から新たな定義の項に記述することを合意した0

．適切な情報源の選択についてはFOA/WHOVitamin and 

Mineral Requirements in Human Nutrition (z"d Edition, 

2004）が世界中で用いられており、このデータを基に

部会としてNRVを策定することが合意された。

・最終的に本案件についてはステップ213に戻し、次回

会議での討議のため、電子WG（韓国、オーストラリ

アによる NRV値の試算を含む）による文書の再作成

が合意された。

議題8.必須栄養素追加のためのコーテεックス一般原則

を修正する新規作業提案に関する討議資料

・本議題は、カナダより先ず2005年の第27回会議に提



案されたが、当時は時間の関係で討議できなかったも

の。 2007年の第29回会議に再提案され、本部会にお

ける検討の範囲を研究結果に基づく範囲に限定し、再

修正のうえ再度提出することが合意されたものである0

．提案の主旨は、

「食品への必須栄養素の添加に関するコーデックス

一般原則（CAC/GL09-1987）」は、必須栄養素を

強化、復元し、あるいは栄養素の等価性を目的に添

加することで、食品の総合的な栄養品質を維持、改

善する指標を示すものであるが、 1987年に一般原

則が導入され、その後1989年、 1991年に改正され

て以降、ビタミンやミネラルの添加、強化について

技術的にも変化、考え方も変わり、さらには生理活

性のある非栄養素等の添加についても興昧が示され

ている。

一食品中の栄養素および非栄養成分のもつ健康ならび

に疾病リスク減少における役割が理解されるように

なってきたことから、現状は消費者の食品選択の範

囲を制限し、新製品の開発や貿易にとっても障害と

なっている。

一同原則（特に第3項の“BasicPrinciplesつが有用

で役に立つものとなるようにするための修正提案で

あるが、カナダとしては新たな基本原則を策定する

のではなく、現在の基本原則の拡大であり、かつ、

安全性の側面からリスクに基づく手法（risk-based

approach）の採用を提案している。

•EC は、現時点で現在の GeneralPrinciplesの拡大は適

切ではないと考えている。本議題のProjectDocument 

についてはCRD8に文書で修正案を提出した。

・ニュージーランドがカナダ提案に賛意を表明し、 EC

修正案を歓迎する旨発言した。

・米国は、現行案は支持できないが、もっと焦点を絞り、

作業内容が明らかとなれば支持可能で、ある。電子WG

による検討継続を提案した（オーストラリアが支持表

明）。

・部会はカナダChairによる電子WGを設置し、次回

部会会議での検討資料を作成することを合意した。

議題9.低体重乳幼児用の穀物加工食品の規格基準策定

のための新規作業提案に関する討議資料

議題 10. 年長乳児および年少幼児用補助食品のガイド

ライン（CAC/GL08-1991）の改定提案

第30回コーデックス栄養・特殊用途食品部会報告

・インドは、同国の低体重児、妊産婦の低栄養の実態に

ついて報告がなされ、穀物を原料とした栄養補助食品

について新たな「低体重乳幼児用の穀物加工食品の

規格基準jの策定を提案した。同規格基準は既存の

Codex Standard for Processed Cereal-Based Foods 

for Infants and Young Children (CODEX STAN 74-

1981）についての討議を再開しようとするものではな

く、 1）穀類含有量、 2）タンパク含量、 3）エネルギー

含有量を主としたものであるとしており、ガーナの提

案「年長乳児および年少幼児用補助食品のガイドライ

ン（CAC/GL08-1991）の改定jとは異なっていると

した。

・ガーナでは母乳保育が普及しており 6か月までは問

題なく、その後の栄養不足が大きな問題となってい

る。インドが指摘したようにこれは別個の問題である。

ガーナの提案は、「年長乳児および年少幼児用補助食

品のガイドライン（CAC/GL08-1991）」の、特に第

6項の改定に限定している。

・この件に関し WHO代表より、 5歳以下の子供の栄養

不足の管理に関する WHO/UNICEF/WFP /UNHCR 

合同のconsulta ti onが9/30-10/3, 2008にジュネー

ブで聞かれ、その報告書が2009年の早期に発表され

る。また WHOは、 UNICEF、WFPおよびCODEX

と共同して栄養不足の子供達への補助食品の規格基準

を策定するための、専門家グループを今後6か月以内

に設置するよう求められているとの報告があった。

・部会は、この2つの案件についてそれぞれインドおよ

びガーナを Chairとする電子WGを設置し、今会議

における討議内容を含めて次回会議での討議のために

修正討議資料を作成することで合意した。

議題 11.その他の事項および今後の作業：

－「食事、運動と健康に関する WHO世界戦略」について、

次回本会議の直前に米国Chairによる WG(Physical 

Working Group）を開催し、以下について検討する。

。非感染性疾患（NCD）のリスクと関わりのある栄養

素のNRVの設定のための原則および適用基準の策

定；および

。合意された原則および適用基準に基づき、 NRVを

設定する栄養素を選定し優先順位付け

・タイおよび米国が、各国コメントと共に次回会議に資

するために、本案件についての背景文書（background
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paper）を次回会議に充分前もって準備、回付するこ

とを合意した。

・次回第 31回栄養・特殊用途食品部会は、 2009年 11

月2日（月）から 6日（金）まで、ドイツ（場所未定）

で開催される。「食事、運動と健康に関する WHO世界

戦略」に関する WGは10月31日（土）に予定。

50一一ILSINo.96 (2009.2) 

略歴

浜野弘昭（はまのひろあき）

1967年京都大学薬学部卒業

1967年エーザイ株式会社

1978年 日本ノボ株式会社

1985年 ファイザー株式会社

後に、カルタ一社、ダニスコ社による合弁により現社

名となる。

2003年 ダニスコジャパン株式会社

学術・技術担当最高顧問

2006年 ILSIJapan事務局長

コーデックス国際食品規格委員会食品表示部会及び栄養・特殊

用途食品部会における厚生労働省テクニカル・アドバイザ一、

「いわゆる栄養補助食品の取扱いに関する検討会j委員、東京

都食品安全情報評価委員会「健康食品」専門委員会委員、（財）

日本健康・栄養食品協会特定保健用食品部技術部会顧問、食

品保健指導士養成講習会講師。
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ILSI主催 < CCNFSDUプレ・コーテEックス・シンポジウム＞
栄養（油脂、微量栄養素および食物繊維）と健康に関する最近の課題：

健康への有益性、推奨摂取量および定義

第 30回コーデックス栄養 ・特殊用途食品部会（Codex

CCNFSDU）の本会議開催前日（2008年 11月2日）に、

ILSI Europeが上記タイトルの CCNFSDUプレ・コー

デックス ・シンポジウムを南アフリカ共和国ケープタウン

のSouthernSun Cape Sun Hotelで開催した。このワーク

ショプは、 ILSI,ILSI Europe、ILSINorthAmericaおよび

ILSI South Africaの共催で開催された。ILSIEurope 

は、 EC委員会から委託されてユーロ ッパ地域の微量栄

養素推奨摂取量に対する考え方の共有化 （align）を目

的としたプロジェク卜である EURRECA(EURopean 

micronutrient RECommendations Aligned）を推進してい

る（Networkof Excellence : www.eurreca.org）。本プロ

ジェクトは、 2007年から 2011年の期間で遂行されるこ

とになっている。この活動の一環として、この分野に興

味が深い各国代表団、栄養学研究者および産業界が一堂

に会する CCNFSDU会議に先立って、議題に関連する

話題提供および討論の場として本ワークショップが開催

された。約 60名余の参加者があり、日本の代表団も参

画をした。プログラムは下記に示すが、部会でも長年議

論されてきた食物繊維の話題に関しては、中心となって

取り組んできた科学者および行政官から、これまでの歴

史および各国 ・地域の考え方について、また翌日からの

部会で議論される定義ならびに次回 Codex会議で議論

が佳境に入る分析法についての発表がなされた。また、

ILSI Europe事務局の Dr.Loek Pijlsは、 EURRECA

プロジェクトの進捗状況および活動の困難さ、今後の予

ILSI Japan事務局次長

末木 一夫

定等につき発表をした。これまで、下記に示す2報が学

術雑誌に公表された。

1. Tait S J, Harvey L J: Micronutrient status methods: 

Proceedings of the EURRECA Workshop and Working Party 

on New Approaches for Measuring Micronutrient Status. 

British Journal of Nutrition 2008; 99：・ Suppl.3 

2. Doets EL巴tal.: European Journal of Nutrition 2008; 

47:(Suppl. 1) 17-40 

プログラム

1. 日常的に繁用される植物油の健康保持に対する有益性

(Health effects of commonly used vegetable oils) 

Dr. Michael Leferve, Utah State University, USA 

2. EUのEURRECAプロジェクト ヨーロッパ域内にお

ける微量栄養素の推奨基準に関する域内調和に関す

る取り組み

(EURRECA ; European Micronutrient Recommendations 

Aligned): An approach for harmonization of micronutrient 

recommendations across Europe) 

Dr. Loek Pijls, ILSI Europe, Belgium 

3. ヒトの栄養における炭水化物： JECFAの助言および

最新の科学報告

Carbohydrates in human nutrition: the Joint F AO/WHO 

Expert Consultation and scientific update 

< CCNFSDU pre-Codex Symposium> Organized by ILSI 
Current Issues in Nutrition and Health Oils, 

KAZUO SUEKI 

Director, Scientific lnfotmation, 

ILSI Japan Micronutrients and Dietary Fiber : Health 

Benefits, Recommended Intakes and Definitions 
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Prof.John Cummings, Ninewells Hospital and Medical 

School, United Kingdom 

5. Codex提案の食物繊維分析法に関する多施設による分

析法統合確立検討

4.食物繊維：健康、科学および定義の関連性 Multilaboratory validation-integrated procedure for 

the measurement of Codex dietary fiber Dietary fiber: health, scienc泡， anddefinition relationships -

current and historical perspectives Dr.Barry McCleary, Megazyme, Bray, Co. Wicklow, 

Ireland Dr.Joanne Lupton, Texas A&M University. USA 

www.eurreca.org 

Integrating Meeting 1 -Consensus on 'state of出ea同’formlcronutrlent recommendations 
Set remits for RA1 

RA1 groups on intake methods, status methods, concepts 
and current recommendations 

Integrating meeting 2-Agree best practice from RA1 
Align RA2 approaches and tools to be developed 

RA2 groups. Infants; Children and adolescents, Pregnant, 
lactating, post-menopausal women; Elder1y, lmmig問ntsand 

those on low incomes; (Other) Adults 

Integrating meeting 3 -Pull together RA2 results so far 
Align RA3 approaches and tools to be d唱veloped

｜臥2・Cont. -....._ 
Fin副RA2m・etlngm36 ，〆r
同ト尉叫U個 andapply tooi.._ RAJ‘clusters’according to 
：..＂；.＇：.~~，，；v::1:ronu凶n国） methodological issues 
ofconcMnl町、 37~忌‘

lnteg目tingmeeting 4 -Pull toge肋erRA3陪 SU比sso匂r
Further develop plans for RA4 and tools to be developed 

RAJ‘clusters’according to 
me thロdologicalissues (continued) 

lntegrョtingmeeting 5 -Pull together RA3 results 
Align RA4 approaches and tools t。bedeveloped 

RA4 groups according to case studies to test 
EURRECA tools 

Post: eurreca c/o llsie Europe aibsl,Avenue E Mounier 83 -Box 6, 1200, Brussels. Belgium 

Email:eurreca@ilsieurope.be Phone: +32 2 771 0014 Fax:+32 2 762 0044 園！~ 園Sぽη（fRAMEW。.. 
PR。GRAMME

The EurRecA Ne附『kofExe曲目eisfund凶！）＇／ the European C凹nmission(Aao町市EurRecA.Cont削 Number.f P6 0361骨 2(FOOD)) and " C回 d1na凶 byIL51 Europe. 
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International Definitions of Dietary Fiber 

Proposed FAO川喧O
Di etaηr fibre consists 

of intrinsic plant cell 

wall polysaccharides. 

Proposed EU 
The following Annex II is added to 
Directive 90/496厄EC:

Or2anization 

Institute of Medicine 

Total fiber is the sum of dietaヴfiber
andルnctionalfiber. 

"ANNEX II 
Definition of the material constituting 
fibre and method of analysis as referred 
to in Article 1併）G).
Definition of the mα：terial cons抗加：ting
fibre 
For the purposes ofthis Directive ’fibre' 
means carbohydrate polymers with three 

or more monomeric u凶ts,which are 
neither digested nor absorbed in the 
human small intestine and belong to the 
following categories: 
edible carbohydrate polymers naturally 
occu町ingin the food as consumed; 

edible carbohydrate pol戸nerswhich 
have been obtained企omfood raw 
material by physical, enzymatic or 
chemical means and which have a 
beneficial physiological effect 
demonstrated by generally accepted 
scientific evidence; 
edible synthetic carbohydrate polymers 
which have a beneficial physiological 

Dietary fiber consists of nondigestible 
carbohydrates and lignin也atare 
int巾 sicand intact in plants. 

Functional fiber consists of isolated, 
nondigestible carbohydrates that have 
beneficial physiological effects in 

humans. 

CODEX at Step 6 
Dietary fiber means carbohydrat怠
polymers1 with a degree of polymerisation 
(DP) not lower也知3,which are nei白er
digested nor abso出edin the small 
intestine. A DP not lower than 3 is 
intended to exclude mono-and 
disaccharides. It is not intended to reflect 
血eaverage DP of a mixture. Dietary fibre 
consists of one or more of: 

• Edible carbohydrate polymers naturally 
occu町ingin the food as consumed, 

• carbohydrate polymers, which have 
been obtained from food raw mat怠rial

by physical, enz戸naticor chemical 

meansヲ

• synthetic carbohydrate polymers. 

D
e
f
i
n
i
t
i
o
n
 

Dietary fibre generally has pr1叩ertiessuch 
as: 

• Decrease intestinal transit time and 
increase stools bulk 

Fermentable by colonic micro flora 

Reduce blood total and/or LDL 
cholesterol levels 

Reduce post-prandial blood glucose 
and /or insulin levels. 

． ． 
． 

1 When derived from a plant origin, dietary fibre may include fractions oflignin and/or other compounds when associat吋 withpolysaccharides in the plant cell walls and if these 

compounds are quantified by the AOAC gravime凶canalytical method for dietary fibre analysis : Fractions of lignin and the other compounds (proteic企部tions,phenolic 

compounds, waxes, saponins, ph戸ates,cutin, phytosterols, etc.）泊timately”associated”withplant polysaccharides are often extracted with the polysaccharides in出eAOAC 
991.43 method.百1esesubstances are included in the definition of fibre insofar as they are actually associated with the poly-or oligo-saccharidic fraction of fibre. However, when 
extracted or even re-introduced into a food containing non digestible polysaccharides, th巴ycannot be defined as die飽ryfibre. When combined with polysaccharides, th巴se

associated substances may provide additional beneficial effects. 
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On!anization 

Institute of Medicine CODEX at Step 6 Proposed EU Proposed FAO/WHO 

Properties: effect demonstrated by generally 
D Dietary fibre generally has properties such as: accepted scientific evidence.” 
e • Decreases intestinal transit time and 
f increase stools bulk 
l • Fermentable by colonic microflora 
n • Reduces blood total組 d/orLDL
I cholesterol levels 
t • Reduces post-prandial blood glucose 
I and /or insulin levels. 
。 With也eexception of non-digestible edible 
n carbohydrate polymers naturally occurring加

foods as consumed where a declaration or claim 
is made with respect to dietary fibre, a 
physiological effect should be scientifically 
demons位atedby clinical studies and other 

studies as appropriate. The establishment of 
criteria to quantiかphysiologicale能 ctsis left 
to national authorities. 

R Dietary Reference Intakes for Energy, ft12://ft.12.fao.or~codex/ Alinonn08/al31 26e . .Qdf Commission Directive 2008/100/EC of Conference Room 

e Carbohydrate, Fiber, Fat, Fatty Acids, ALINORM 08/31/26, Appendix II. 28 October 2008 amending Council Document 19, 

f Cholesterol, Protein, and Amino Directive 90/496厄ECon nutrition Presented at the 28血

e Acids. Institute of Medicine, Food labeling for foodstuffs as regards Session of the 

r and Nutrition Board.ρ005). Page recommended daily allowances, energy CCNFSDU, Chiang 

e 340NA＇.百ON必dACADEMY PRESS: conversion factors and definitions. Mai, Thai!組 d,29

n Washington, DC. Accessible at httl!://eur同 October -2 November 

c lex.euro~.eu/LexUriServ/LexUriServ.d 2007. 

e 。？uri=OJ:L:2008:285:0009:0012:EN:PD
F. 
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略歴

末木一夫（すえきかずお）

1973年富山大学大学院薬学研究科修士課程修了

1973年 日本ロシュ株式会社入社、研究所配属

1987年 日本ロシュ株式会社化学品本部

1996年ビタミン広報センター・センター長兼務

1997年 ロシュ・ビタミン・ジャパン株式会社に転属（分社化）

ビタミン広報センター・センター長継続

2002年 ロシュ・ビタミン・ジャパン株式会社退社

2002年健康日本21推進フォーラム事務局長

2004年 ILSIJapan事務局次長
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茶情報分科会の発足

茶類研究部会においては、 2007年末までに茶葉77点（インドネシア 20点、ケニア 40点、インド 17点）を収集し

てカテキン類、ビタミン、アミノ酸組成等の分析を実施してきた。これらのデータを有効にとりまとめていくこと、お

よび茶葉の新規収集が、今後とも必要となる。そのため、大石進氏（花王株式会社ヒューマンヘルスケア研究センター

ヘルスケア食品研究所）、の案をもとに茶類研究部会の中に茶情報分科会を発足させ、新規分科会参加者の希望を募るこ

とにした。

以下に大石新分科会長の活動計画書案を示す。

［これまでのデータベースについて】

。スリランカや中国のデータは無いが、各国聞の成分の違いに特徴は出ており、地域差を見る目的については、結果が

出ている0

．茶葉を主として紅茶に加工する国が多く、入手し易い市販製品は分析対象として扱えない状況にあるため、同一時期に、

縁茶の形でサンプルを入手し、同時に、同じ分析法にて得られた茶成分データ群は貴重である。

なぜなら例えば次のような利点があるからである。

－特定の成分を入手することを目的とする際には、含有量データはそのままで意味を持つ。

－品種改良等の際には、自国の茶葉について、世界の茶の中での位置付けを確認する指標のひとつとなりうる。

［新しい活動指針1

．今後、茶葉成分のデータベースを充実させるにあたり、科学的、教養的あるいは品質や保健効果等、事業的な目的を

設定したデータベースの構築を目標とし、実現のための課題について検討したい。

.目的：目的に対応した分析項目、分析の実施法についての検討を行い、特に目的の設定については充分に議論したい0

．今回のデータベースを骨格として利用したい。

例として

・製品の品質と化学成分の関係を知ることを目的としたデータベースの場合、これまでのデータに加え、今回分析

した茶葉と同じオリジンからなる紅茶を入手、テアフラビン類の分析値、水色、価格等のデータ項目を追加。

－成分の地域差の理由を知ることを目的としたデータベースの場合、これまでの成分データに加え、茶葉の遺伝子

解析の実施、移植、品種改良の情報を追加。

なお、分科会英文名は、 TeaInformation Working Groupとする。

こうして、 2008年10月30日に最初の分科会を開催、茶類研究部会を中心に参加を促した。今後、年間数回の分科会

を開催して今後の方向を充分検討してpく。

ふるってご参加いただければ幸甚である。

(ILSI Japan事務局次長米久保明得）

56一一ILSINo.96 (2009.2) 



研究部会トピックス

バイオテクノロジー研究部会再スタート

昨年、数ある Codex部会で、日本が唯一議長を務める第7回バイオテクノロジー Codex特別部会が当初の予定より 1

年早く終了した（本誌92号81ページ参照）。 NPO法人国際生命科学研究機構（ILSIJapan）は、 ILSI本部、 IFBiC

およびHESIとの共同作業で、わが国の遺伝子組換え制度の確立に協力をしてきた。その中心となったのがバイオテク

ノロジー研究部会である。世界的な人口増加および土地の砂漠化により、効率的な食物の生産が人類の存続において不

可欠なものとなっている。そのような観点から、バイオテクノロジー技術を応用した食物の生産・流通は今後も着実に

伸び続けることが予測される。

このようななかで、当部会はこの2、3年は、米・欧を中心にした国際的現状の紹介と日本の官・学・産関係者との情報・

意見交換の場を国際シンポジウムの形で、“環境へのリスク評価”の主題を中心に活動をしてきた。これらの活動により、

それなりの成果はあげてきたが、部会としての全体的な活動としては多くの方の関与を得る乙とはできなかった。

上記のような状況を打破するために、 10月末に部会再活性化のための会合を持ち、分科会の設定および事務局を含めた

組織の再構築に関して議論した。その結果、従来通り植物分科会ならびに微生物分科会の設置が決定された。この決定

を受けて、部会の再募集が行われ、従来の参加メンバーを上回る 23社からの参加希望が得られた。さらに、植物分科会は、

すぐに部会員を対象に募集を行い、予想を上回る 18社の参加希望が得られた。その後、開催された第1回植物分科会

では、分科会長、 3テーマのタスクフォースおよびリーダー（唐津島彦氏）の決定と植物分科会アドバイザー（福冨文

武氏）に関して合意が得られた。下記に本タスクフォースおよびリーダー名を記載する。

タスクフォース チーム・リーダー 活動内容

遺伝子組換え植物の環境への 虞鍋忠久氏
国際シンポジウムの開催

リスク評価 （シンジエンタシード株式会社）

布藤聡氏 国際標準化対応および国内外検知
遺伝子組換え体検知法

（株式会社ファスマック） 技術開発状況の調査、情報提供

タンパク質の安定性・アレルギー
早川孝彦氏

国際ワークショップの開催
（デュポン株式会社）

2009年度は勉強会・シンポジウム開催、内外の関連団体との連携・情報突換等、活発な活動が期待される。なお、微

生物分科会については現在体制を検討中である。また、パブリック・アクセプタンス活動についても議論がなされて

pる。

(ILSI Japan事務局次長末木一夫）

東京大学ILSIJapan寄付講座
「機能性食品ゲノミクス」第II期がスタート
～「国際的機能性食品研究拠点Jの構築を目指して～

“食と健康”あるいは“食品の機能性”への社会的関心が一段と高まる中、 ILSIJapanでは、平成 15(2003）年

12月1日に東京大学大学院農学生命科学研究科に ILSIJapan寄付講座「機能性食品ゲノミクスjを開設した。産学

連携の共同研究をめざして開設された本寄付講座は、食品が生体に対して示す諸々の働き（機能）を遺伝子レベルで

根源的に解析・評価しつつ、栄養面、晴好面、そして疾病の予防面に優れた、安全でおいしい食品の設計・開発の主

要基盤を提示し、学術の研究・教育および産業の創出・育成の両面で新たな社会貢献を果たすことを目的としたもの
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である。

平成20(2008）年11月にその第I期が終了したが、その問、会員企業32社が食品の機能性に関わる研究を行い、

大きな成果を挙げることができた。これまでに研究対象となった機能性成分は、ポリフェノール（類）の研究がトップ、

次いで、オリゴ糖、食物繊維をはじめとした難消化性多糖類であった。また、研究対象組織としては、機能性成分の種

類は異なるものの、遺伝子発現解析のターゲットは肝臓を主とし、脂肪組織（細胞）、免疫組織（機能）であった。

第II期においては第I期からの更なる発展を目指し、「食の機能性・安全性評価システム」としてのニュートリゲ

ノミクス研究を推進し、また、機能性食品のヒトによる評価に一層焦点、を当てる等、機能性食品およびその成分の効

果を科学的根拠に基づく検証システム構築に資するべく研究を発展させる予定である。こうして平成20(2008）年

12月1日、第I期からの継続17社、新規参加5社の合計22社が参加して平成24年 11月までの第II期（5年間）

がスタートした。

参加企業（五十音順、敬称略）：

アサヒビール側、アピ（械、カゴメ側、カルピス（械、キッコーマン側、キリンホールディングス側、サッポロビール

冊、サントリー側、昭和産業側、高砂香料工業側、制東洋食品研究所、日本水産側、日本ハム側、側日清製粉グルー

プ本社、不二製油側、富士フィルム・シミックヘルスケア（秘、三井製糖側、（栂ミツカングループ本社、明治製菓側、

森永製菓（掬、森永乳業側、理研ビタミン（掬

第II期の活動計画、方針については、本イルシー誌の第95号（2008年11月）に、阿部啓子先生からその詳細が

紹介されているが、これまでの研究の継続、発展に加えて、「ヒト試験に向けた課題ー医学系研究者との共同研究」、「安

全性の研究j等が期待されている。さらにまた第II期中には、本寄付講座を中軸とした「国際的機能性食品研究拠点J

を構築し、将来、産学連携食品研究における日本の主導的役割を世界に広めたいとしている。

なお現在、第I期の成果報告および第II期の展望を含めた公開シンポジウムを、平成21(2009）年5月13日（水）

東京大学弥生講堂（予定）にて開催するべく計画している。詳細については改めてご案内するのでご期待いただきたい。

(ILSI Japan事務局長浜野弘昭）
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・「毒性学的懸念の闇値（TTC)

一食事中に低レベルで存在する毒性未知物質の評価ツール－J
ILSI Europe Concise Monograph Series翻訳版

このモノグラフは、化学物質（グループ）のヒト暴露における一つの原則である毒

性学的懸念の閲値Thresholdof Toxicological Concern (TTC）ーその値以下では明

らかな健康危害はないとする包括的な閥値ーとその設定について述べたものである。

人は天然基原か人工かを問わず数多くのさまざまな化学物質に暴露されているとい

新刊！

う懸念は常にあり（例えば食事中には無数の低分子有機化合物が存在しており、摂取量によっては健康に危害を及ぼす

ようなものもある）、そのために非常に多くの化学物質を評価せねばならないが、その一方で、、動物試験への依存を減ら

しinvitroやinsilicaの試験データにより依存すべきという強い圧力も受けている。この原則を活用できれば、ある化

学物質の摂取量が懸念すべき一定の値以下の場合には大規模な毒性試験と安全性評価の必要性がなくなるため、限りあ

るリソースを、健康への危険性がより強い物質の試験と評価に集中させる乙とが出来、動物の使用もかなり減少できる

と述べられている。

この原則は、食品以外の健康リスク評価領域における化学物質の評価にも適用でき、さらに環境リスク評価にも展開

することができると考えられ、また、さらなる分析データの必要性を知らせたり、“固有の懸念inherentconcern”レベ

ルに応じて化学物質の優先順位を決めたりするのに利用できると言われている。さらにこの原則は毎日生涯にわたって

摂取する量に関する安全性評価に基づいているため、 化合物中の不純物、広くは汚染物質の評価に用いられること、あ

るいは天然に存在する化学物質の許容濃度を知るためのサイエンティフィックな方法として予防原則の適用において活

用されること、なども期待されている。

ここでは、 TTCという概念の歴史と発展、および低レベルのヒ卜暴露である食品中の化学物質の安全性評価への適用

について ILSI・ Europeの専門家グループが検討してきた内容が述べられている。

ILSI Europe Concise Monograph Series翻訳版

「毒性学的懸念の闇値（TTC)

＊＊＊ 

一食事中に低レベルで存在する毒性未知物質の評価ツールー」

著者： Susan Barlow 

日本語監修：広瀬 明彦 （国立医薬品食品衛生研究所）

［目次］

・はじめに

・序論

－化学物質の毒性試験と安全性評価の現在のアプローチ

ー予想される懸念レベルの決定

一毒性データが十分にあるかどうかの決定

一暴露評価

リスクを評価するための毒性データの使用と摂取量の安全なレベル

・毒’性学的懸念の閥値（TTC）の概念：包括的なアプローチ
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-TTC概念の歴史と発展

化学構造に基づく包括的TTCの提案

-TTCの概念の更なる確証と改善

-ILSIの判断樹

－諜題と制約

一アレルギー誘発性

一蓄積性

一内分泌かく乱性

ーデータベースの不確実性、制約および利点

一混合物の取扱Lミ

一亜集団に対する TTCアプローチの適用

．現在のTTC概念の適用

-FDAの実績

-JECFAの実韻

ーその他の機関による活用

．要約と結論

・用語解説

－参考文献

会員： 800円 非会員 ・1,000円（各送料別） ILSI Japan事務局にご注文下さい。

・「日本人の肥満とメタボリツクシンドローム

一栄養、運動、食行動、肥満生理研究－J
ILSI Japan Report Series 

ILSI Japan は2007年2月14日に、第2回ILSIJapanライフサイエンスシンポ

ジウム「肥満に関する現状と科学」 を開催し、栄養研究部会肥満タスクフォースの

メンバーがとりまとめた内容を報告した。その内容をまとめたのが本書である。

日本人の肥満やメタボリ ツクシンドロームを 「栄養J「運動」、「食行動jの視点で

まとめたユニークな構成であり、内容もかなり盛りだくさんなものとなった。

栄養士、看護師、保健運動指導士、医師などの皆様が日頃の指導 －研究に役立て

て下さることを期待する。また、日本人の肥満について研究をされている多くの研

究者にもご一読いただくことを希望している。

＊＊＊ 

ILSI Japan Report Series 

「日本人の肥満とメタボリツクシンドローム一栄養、運動、食行動、肥満生理研究－J
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監修：木村修一（昭和女子大学大学院特任教授、 ILSIJapan理事長）

［目次］

小林修平（人間総合科学大学人間科学部教授、 ILSIJapan副理事長）

五十嵐惰（お茶の水女子大学名誉教授、社団法人栄養改善普及会会長）

第 1章 日本の肥満の状況

第2章メタボリツクシンドローム

第3章食事・栄養と肥満

第4章肥満と運動

第5章肥満と食行動

第6章肥満の生理

第7章世界の肥満事情

なお、同時に英語版（CD-ROM）を作成して、日本語版の本書とセットで販売。

新刊 1

会員： 3,000円 非会員： 4,000円（各送料別） ※どちらもセットでの値段です。 ILSIJapan事務局にご注文下さい。
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・会報・

I .会員の異動（敬称略）

評議員の交代

交代年月日 社名 新 ｜日

2008.10.30 高砂香料工業（掬
理事研究開発本部開発推進部部長 企画開発本部経営企画部

菅沼利一 佐藤朗好

2008.11.1 側日清製粉グループ本社

執行役員R&D・品質保証本部副本部長
R&D・品質保証本部研究推進部

兼研究推進部長

退会年月日

2008.12.31 」

本井博文
中川成彦

退会

社名

II. ILSI Japanの主恕動き（2008年 10月～2008年 12月）

＊特記ない場合の会場はILSIJapan会議室

10月1日

10月2日

10月3日

10月7日

食品アレルギー研究部会

茶類研究部会

情報委員会

執行委員会

10月15～17日 食品開発展出展

10月27日 微生物・リスク研究部会共催／第I回毒性学教育講座

10月28日 バイオテクノロジー研究部会植物分科会

10月29日 Project SW AN普及ワークショップ

* CHP「すみだテイクテン」第4期講習会（1017,8, 9, 14, 16, 17, 21, 22, 23, 24, 28, 30) 
* CHP「すみだテイクテンJフォローアップ教室（10/21,22, 23, 24, 28, 30) 

11月6～7日 公衆衛生学会発表「TAKElO！のフォローアップ教室の成果について」
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会報

「LiSMIO！第3期成果について」 （福岡国際会議場）

11月9～ 10日 Project SW AN普及ワークショップ （クワンチュン村・ハノイ市タンヒエッブ、ベトナム）

11月12日 炭水化物研究部会／ダイエット分科会、果糖分科会

微生物・リスク研究部会共催／第2回毒性学教育講座

情報委員会

日本の食生活と肥満研究部会

（長谷川香料）11月18日

11月21日

11月27日

11月29日 『TAKEIO!DVD応用編（仮）』用体操実技スタジオ撮影（出演者12名） （新宿区大久保）

（墨田区6会場）

（墨田区6会場）

* CHP「すみだテイクテンJ第4期講習会（11/4,5, 6, 11, 12, 13, 18, 20, 21, 25, 27, 28) 
* CHP「すみだテイクテン」フォローアップ教室（11/11,12, 20, 25, 27, 28) 

12月2日

12月2日

12月3日

12月4日

執行委員会

江戸川総合人生大学介護福祉学科講義（木村美佳）

日米シンポジウム「食品成分の機能性J

茶情報分科会

12月5日 理事会

（篠崎文化プラザ）

（フィオーレ東京）

12月6～8日 札幌医科大学との共同研究による「TAKEIO！通信教育」介入研究対象者説明会、

及びベースライン調査 （北海道真狩町、洞爺湖町、日高町全7会場）

12月9日 栄養学レビュー編集委員会 （女子栄養大学）

12月9日 栄養健康研究会部会長会

12月11日 リスク研究部会

12月15日

12月17日

12月19日

『TAKE10!DVD応用編（仮）』用ロケ撮影

情報委員会

第4回「油脂で創る健康」シンポジウム打合せ

12月26日 『TAKE10!DVD応用編（仮）』第1回編集VTR試写

12月26～ 29日 栄養調査（ProjectSW AN評価プロジェクト）

* CHP「すみだテイクテンJフォローアップ教室（12/2,3, 9, 18, 19, 25) 

m. ILSIカレンダー
ILSI Japan総会

2009年2月17日（火）午前10時より

昭和女子大学学園本部間3階大会議室（東京、世田谷区太子堂）

（墨田区文花）

（ナンディン省、ベトナム）

（墨田区6会場）

第4回ILSIJapanライフサイエンス・シンポジウム「日本の食生活と肥満研究部会報告会j

2009年2月17日（火）午後1時～6時

昭和女子大学学園本部間3階大会議室（東京、世田谷区太子堂）

主催： ILSIJapan栄養健康研究会
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〈プログラム〉
13: 00～13: 20 開催挨拶

小林修平（ILSIJapan副理事長、人間総合科学大学健康栄養学学科長・教授）

13: 20～ 13: 30 研究部会長からの活動の紹介 山口隆司（昧の素（株））

「脂質の種類I分科会からの報告

13: 30～ 13: 55 「日本人の脂質摂取と肥満J 田中幸久（日油（株））

13: 55～ 14: 40 「日本人の栄養と長寿一脂質摂取の点か5-J

柴田博 （桜美林大学大学院老年学研究科教授）

14. 40～ 14: 50 休憩

「発酵食品の多様性」分科会からの報告

14: 50～ 15: 15 ［日本食から見る発酵食品の多様性と日本人の健康肥満を中心としてj

河野一世（財団法人昧の素食の文化センター）

15: 15～16・00 「わが国の伝統発酵食品と生息する乳酸菌の健康効果J

岡田早苗（東京農業大学応用生物科学部教授）

16: 00～ 16: 10 休憩

「食事の量」分科会からの報告

16: 10～ 16: 35 「日本に肥満者が少なし1のは加糖飲料の摂取量が少なし1ためか？J

16: 35～ 17: 00 I日本人中年男性における一日の食事リズムと肥満との関連

-INTERMAP Study JAPANにおける検討－J

17: 00～17・45 「食事と肥満～その疫学的現状～j

御堂直樹（クノール食晶（株））

三宅裕子（昧の素（株））

岡山 明（財団法人結核予防会第1健康相談所長）

17: 45～ 17: 55 総合討論

17: 55 閉会挨拶 木村修一 (ILSIJapan理事長、昭和女子大学大学院生活機構研究科特任教授）

｛ロ

疋貝． 100名

参加費： ILSI Japan会員 3,000円

非会員 5,000門

学生 1.000円

IV.発刊のお知5せ

ILSI Europe Concise Monograph Series翻訳版

『毒性学的懸念の闇値（TTC) 食事申に低レベルで存在する毒性未知物質の評価ツール』
著者： SusanBarlow 

日本語監修：広瀬明彦（国立医薬品食品衛生研究所）
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｛目次］

はじめに

序論

化学物質の毒性試験と安全性評価の現在のアプローチ

予想される懸念レベルの決定

毒性データが十分にあるかどうかの決定

暴露評価

リスクを評価するための毒性データの使用と摂取量の安全なレベル

毒性学的懸念の闇値（TTC）の概念：包括的なアプローチ

TTC概念の歴史と発展

化学構造に基づく包括的TTCの提案

TTCの概念の更なる確証と改善

ILSIの判断樹

課題と制約

アレルギー誘発性

蓄積d性

内分泌かく乱性

データベースの不確実性、 制約および利点

混合物の取扱い

亜集団に対する TTCアプローチの適用

現在の TTC概念の適用

FDAの実績

JECFAの実績

その他の機関による活用

要約と結論

用語解説

参考文献

会員 ：800円 非会員： 1,000円 （各送料別） ILSI Japan事務局にご注文下さい。

ILSI Japan Report Series 

会報

『日本人の肥満とメタポリツクシンドロームー栄養、運動、食行動、肥満生理研究ー」
監修：木村修一 （昭和女子大学大学院特任教授、 ILSIJapan理事長）

［目次］

小林修平 （人間総合科学大学人間科学部教授、 ILSIJapan副理事長）

五十嵐筒（お茶の水女子大学名誉教授、社団法人栄養改善普及会会長）

第 1章 日本の肥満の状況

第2章 メタボリツクシンドローム

第3章食事・栄養と肥満

第4章 肥満と運動

第5章肥満と食行動

ーヨ震賓還．貧行．、鹿議室理鶴究

国一一一山一一一一一一ーー

得:t~·佳弘λ

国際生命科学研究栂構
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第6章肥満の生理

第 7章世界の肥満事情

なお、同時に英語版（CD-ROM）を作成して、日本語版の本書とセットで販売。

会員： 3,000円 非会員 ：4,000円（各送料別） ※どちらもセットでの値段です。

ILSI Japan事務局にご注文下さい。

V. ILSI Japan出版物

ILSI Japan出版物は、ホームページからも購入お申し込みいただけます。

下記以前の号についてはILSIJapanホームページをご覧下さい。

(http://www.ils明pan.org/ilsijapa川巾n)

。 定期刊行物

｛イルシー］

• ILSI本部創立30周年を迎えて：乙れか5のILSIJapanの課題

• ILSI Japan食品リスク研究部会主催勉強会

「食品安全性評価におけるリスク情報の収集についてJ

．食品安全に関連した情報の収集と提供について

・食物繊維強化タイプ糖尿病用流動食の食後血糖に及ぼす影響

．機能性食晶科学とニュートリゲノミクス

一東京大学イルシ－ Japan寄付講座「機能性食品ゲノミクス」第2期の活動計画一

・FAD/WHO合同食品規格計画

第31回コーデックス委員会（総会）報告

・FAD/WHO合同食品規格計画

第2回コーテ”ックス汚染物質部会報告

・FAQ/WHO合同食品規格計画

第40回コーテーックス食晶添加物部会報告

・FAD/WHO合同食品規格計画

第36回コーデックス食晶表示部会報告

．セレウス菌に関するセミナー報告
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＜特集：第 5函「栄養と工イジングj菌際会議講溝録＞

ヘルシー工イジングを目指して

～ライフステージ別栄養の諸問題

目次

第1章 ライフステージ特有の栄養と生活習慣病リスク

肥満と生活習慣病、食品産業の役割（渡遺昌）

テーラーメイド栄養学（板根直樹）

動脈硬化性疾患の一次予防一一メタボリツクシンドロームを含めて一一（中村治雄）

小児のメタボリツクシンドロームとその診断基準（大関武彦）

歯周病と体の健康に関連した研究の概要（デニス・F・キニン）

ペプチドによる神経性の摂食調節機構（中里雅光）

機能性食晶とエネルギーの消費（マルガリ一卜・ S・ウ工スターターブ）

第2章胎児期栄養と生活習慣病リスク

小児期における生活習慣病予防（坂本元子）

妊娠期の低栄養の現状（瀧本秀美）

胎生期の栄養環境と成長後における肥満症（伊東宏晃）

胎児期を含めた、生活習慣病に関する栄養プログラミング（キャロライン・マクミレン）

第3章高齢者のQOし維持を目的とした栄養の役割

高齢者の食事と生活習慣病（佐々木敏）

慢性閉塞性肺疾患（COPD）患者における栄養療法と運動療法の有用性（塩苔隆信）

高齢者の免疫能を強化するための栄養学的戦略（ステファ二一・ブラム）

自立高齢者の老化遅延のための食生活（熊谷修）

索引

［栄養学レビ‘ユー（NutritionReviews日本語版）］

栄聾学レビュー第17港第14害復008/AぴNMN）〕 ｜復刊1号 ｜

《拡大するかL－テアニンの機能》

－茶の成分カフェインとL・テアニンの心理学的効果

・ヒトyoTリンパ細胞機能におけるL・テアニンの介入試験

総 説：食品の栄養素プロファイル一一栄養素の豊富な食品指標の策定

会報

栄養素と汚染物質のバランス一一タンパク源としての肉，鶏肉，海産物聞での組み合わせによる影響

最新科学 ：食事経由タンパク質摂取は、若年および高齢の成人のアルブミン分解合成率に等しく影響する

栄養学的に調節される乳癌バイオマーカー

栄養科学と政策：小麦粉の栄養強化プログラムのモニタリングと評価一一デザインと実行についての検討
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わ栄養・工イジング・運動
誌名等 発行年月 備考

国際会議講演録 栄養と工イジング（第 1回「栄養とエイジングJ国際会議講演録） 1993.11. 建吊杜

国際会議講演録 高齢化と栄養（第2回「栄養と工イジング」国際会議講演録） 1996. 4. 建鼎社

国際会議講演録 長寿と食生活（第3回「栄養と工イジングJ国際会議講演録） 2000. 5. 建鼎杜

国際会議講演録 ヘルスプロモーションの科学（第4回「栄養とエイジングj国際会議講演録） 2000. 4. 建吊社

栄養学レビ、ユー特別号 ケロッグ栄養学シンポジウム「微量栄養素」一現代生活における役割一 1996. 4. 建車社

栄養学レビュー特別号 「運動と栄養J一健康増進と競技力向上のために一 1997. 2. 建島社

栄養学レビ．ュー特別号 ネスレ栄養会議「ライフステージと栄養j 1997.10. 建島社

栄養学レビ、ユー特別号 水分補給一代謝と調節ー 2006. 4. 建吊社

栄養学レビュー特別号 母体の栄養と児の生涯にわたる健康 2007. 3. 建吊社

ワーキング・グループ報告 日本人の栄養 1991. 1. 

ILSI Japan Repo吋Series 食品の抗酸化機能とバイオマーカー 2002. 9. 

ILSI Japan Report Series 
日本人の肥満とメタボリツクシンドローム一栄養、運動、食行動、肥満生理研究ー

2008.10. 
（英語版CD-ROM付）

ILSIヨーロッパモノダラフシリーズ 食物繊維（翻訳） 2007.12. 

その他 最新栄養学（第5版～第9版） （“Present Knowledge in Nutrition，，邦訳） 建南社

その他 世界の食事指針の動向 1997. 4. 建信社

その他 高齢者とビタミン（講演録翻訳） 2006. 6. 

わ機能性食品

誌名等 発行年月 備考

研究部会報告書 日本における機能性食品の現状と課題 1998. 7. 

研究部会報告書 機能性食品の健康表示一科学的根拠と制度に関する提言一 1999.12. 

研究部会報告書 上記英訳“HealthClaim on Functional foods” 2000. 8. 

ILSI Japan Report Series 日本における機能性食品科学 2001. 8. 

ILSI Japan Report Series 機能性食品科学とヘルスクレーム 2004. 1. 

わ油脂の栄養
誌名等 発行年月 備考

研究部会報告書 パーム油の栄養と健康（「ILSI・イルシ－J別冊I) 1994.12. 

研究部会報告書 魚介類脂質の栄養と健康（「ILSI・イルシーJ別冊II) 1995. 6. 

研究部会報告書 畜産脂質の栄養と健康（「ILSI・イルシ－J別冊IV) 1995.12. 

研究部会報告書 魚の油ーその栄養と健康一 1997. 9. 

わバイオテクノロジー
誌名等 発行年月 備考

国際会議講演録
バイオ食品一社会的受容に向けて

1994. 4. 建吊社
（バイオテクノロジ一応用食品国際シンポジウム講演録）

研究部会報告書 バイオ食品の社会的受容の達成を目指して 1995. 6. 

研究部会報告書 遺伝子組換え食品Q&A 1999. 7. 

ILSI Japan Report Series 生きた微生物を含む食品への遺伝子組換え技術の応用を巡って 2001. 4. 

その他 バイオテクノ口ジーと食品 (IFBC報告書翻訳） 1991.12. 建南社

その他 FAQ/WHOレポート「バイオ食品の安全性J（第 1回専門家会議翻訳） 1992. 5. 建南社

そのイ也
食品に用いられる生きた遺伝子組換え微生物の安全性評価

2000.11 
（ワークショップのコンセンサス・ガイドライン翻訳）
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わ糖類

国際会議講演録

国際会議講演録

ILSI Japan Repo吋Series

ILSIヨーロッパ壬ノゲラ7シリーズ

ILSI砂糖モノグラフシリーズ

ILSI砂糖壬ノグラフシりーズ

ILSI砂糖モノダラフシリーズ

ILSI砂糖モノグラフシリーズ

そのイ也

わ安全性

国際会議講演録

研究委員会報告書

研究部会報告書

ILSI Japan Repo吋Series

ILSI Japan Repo吋Series

ILSIヨーロッパモノグラフシリーズ

ILSIヨーロッパ壬ノデう7シリーズ

ILSIヨーロッパモノグラ7シリーズ

その他

その他

その他

そのイ也

わその他

その他

会報

誌名等 発行年月 備考

国際シンポジウム 糖質と健康
2003.12. 建車社

(ILSI Japan20周年記念国際シンポジウム講演録・日本語版）

Nutrition Reviews-International Symposium on Glycemic Carbohyarate and 
2003. 5. 

Health (ILSI Japan20周年記念国際シンポジウム講演録・英語版）

食品の血糖応答性簡易評価法（GR法）の開発に関する基酸調査報告書

炭水化物：栄養と健康

糖と栄養・健康一新しい知見の評価（翻訳）

甘味生物学的、行動学的、社会的観点（翻訳）

う触予防戦略（翻訳）

栄養疫学一可能性と限界（翻訳）

糖類の栄養・健康上の諸問題

(Am. J. Clin. Nutr., Vol. 62. No.1 (S), 1995 翻訳）

誌名等

安全性評価国際シンポジウム

加工食品の保存性と日付表示一加工食品を上手においしく食べる話ー

（「ILSI・イルシ－J別冊皿）

食物アレルギーと不耐症

食品に関わるカビ臭（TCA）その原因と対策

A Musty Odor (TCA) of Foodstuff : The Cause and Countermeasure 

（日本語・英語合冊）

食品の安全性評価のポイン卜

ADI、許容一日摂取量（翻訳）

食物アレルギー

毒性学的懸念の闇値（TTC)

一食事中に低レベルで存在する毒性未知物質の評価ツール

ビタミンおよびミネラル類のリスクアセスメン卜（翻訳）

食品中のアクリルアミドの健康への影響（翻訳）

(2002年6月25～27日 FAO/WHO合同専門家会合報告書

Health Implication of Acrylamide in Food翻訳）

好熱性好酸性菌－Alicyclobacillus属細菌一

Alicyclobacillus （芸誌

誌名等

アルコールと健康（翻訳）

2005. 3. 

2004.11. 

1998. 3. 

1998. 3. 

1998. 3. 

1998. 3. 

1999. 3. 

発行年月

1984.11. 

1995. 5. 

2006. 6. 

2004.10. 

2007. 6. 

2002.12. 

2004.11. 

2008.11. 

2001. 5. 

2003. 5. 

2004.12. 

2007. 

発行年月

2001. 8. 

備考

'l1jlJ／トhit/

備考
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編集後記

消費者の信頼を裏切る食品の偽装表示記事が新聞紙面を賑わしている。 BSE騒動から安心・安全への関心が高まり、

消費者は「ゼロ・リスク」を食品に求める。ここぞとばかりに“消費者保護”なる「錦の御旗」を得て、消費者団

体、メディアが追い討ちをかけて彼等の存在価値を高めていくことになる。このような背景の下で、消費者の安全

を保護するという大義名分の下に規制の枠が増えてくることになるだろう。そこで、中立的な第三者機関による認

証なるもっともらしい提案が出現することになる。「官」がその認証活動を支援するとなれば鬼に金棒だ。認証には

当然、関連する「学」が中立という美名の下に参画をすることになるのは自然な流れである。さて、認証するには、

関連する専門家による申請された内容の評価および認証作業が伴うために、経費プラス利益の総額が申請者である

企業に請求されることは必然であろう。それで、なくても利幅の少ない食品では、これらの認証に関わる経費が、最

終的には企業の販売する最終製品の価格に上積みされることになる。まわりまわって、消費者は高い商品を購入す

ることになる。もちろん、価格に見合う安全な食品を購入できるなら受益者負担という考えから、受け入れる乙と

も可能で、あろう。今思うことは、第三者認証という行動については、関係者間で充分な討議をすることが必要だと

いうことである。いったん認証を始めたら簡単にはその業務を止めることはできない。また、大きな責任が伴うこ

とは自明の理であろう。認証ビジネスが大手を振って闇歩しているが、一歩間違うと多くの消費者の日常生活に影

響を与えることを念頭におくことが肝要である。信頼性の高い多くのグローパル・ブランドのように、第三者認証

が不要な安全な食品を供給する乙とは、日本では本当に不可能なのであろうか？

（朔）
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